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１．はじめに
本分科会では平成28年度の活動として潤滑油事業者等の実態調査により、潤滑油サプライチェーンにおける潤滑油製品含有化学物質の情報伝達に関する問題点を明らかにするとともに、関連する情報について調査した。その結果、各潤滑油事業者の化学物質管理の水準はさまざまであり、さらに潤滑油業界全体の化学物質管理を向上させるために、以下の事項について取り組む必要があるとの提言を行った。
	(1)	化学物質の危険有害性サイトに関する情報の提供、混合物の危険有害性の取扱いに関する情報提供など、潤滑油業界全体として適切なSDSを作成するための共通の添加剤のGHS分類に対する指針の共有、およびQ&A集などによる情報提供

	(2) 製品販売先需要家からの要望、問い合わせに対する回答、Q&A集などによる情報提供

	(3) 海外の化学物質最新法規制情報等の入手



本資料では、適切なSDSを作成することを目的とした潤滑油業界全体としての情報共有について、特に(1)について取りまとめた資料である。ここではSDS作成に関する一般的な指針・ガイダンスに関する情報のほか、潤滑油(石油製品)に特有な注意事項等についても記載した。各社においてより正しいSDS作成のための一助になれば幸いである。

参考までに現在までの改訂履歴を以下に示すが、今回の改定では令和4年(2022年)公布の労働安全衛生法改正に関する情報を多く反映することに努めている。なお労働安全衛生法改正は極めて広い範囲での各種改正が実施されており、本ガイダンス更新時点でも引き続き様々な修正が加えられていることから、各事業者においても最新法規等の確認を行うことを推奨する。
	改訂履歴
	版番号

	初版作成
	v.1

	JIS Z7252:2019, JIS Z7253:2019対応版へ更新
	v.2

	リンク更新、SDSモデル(日本語)更新、SDSモデル(英語)追加、その他軽微な修正
	v.3

	労働安全衛生法改正(「化学物質による労働災害防止のための新たな規制について～労働安全衛生規則等の一部を改正する省令(令和４年厚生労働省令第91号(令和４年５月31日公布))等の内容～」に関する更新、リンク更新、その他軽微な修正
	v.4




[image: C:\Users\Masaki.Yamanaka\Desktop\GHS_5.jpg][image: ]２．SDS作成に関する一般的な指針・ガイダンス
SDS(安全データシート)は従来MSDS(製品安全データシート)と呼ばれていたが、現在ではSDSへ呼称が統一されている。
GHS(Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals：化学品の分類および表示に関する世界調和)は国連勧告でありその冊子の外観から「パープルブック」とも呼ばれているが、あくまでも国連による勧告という位置づけであり法的拘束力を持っているわけではない。実際には各国法規に展開され、それぞれの地域で浸透が図られている。
[image: ]現在国内においてはJIS Z7253によりSDS・ラベルの記載内容が、JIS Z7252により化学品の分類方法が定められており、法的にはPRTR法・労働安全衛生法・毒劇法がSDS・ラベルの主たる関連法規と言える状況である。しかしながら法規ごとにSDS・ラベル記載内容が分かれており、また対象となる物質やカットオフ値・含有量記載方法などが異なるため注意を要する。
これら三法以外にも消防法など各種法規についてSDS・ラベルに記載する必要がある。さらに記載することが望ましい関連法令については数多く存在する状況であり、SDS記載内容については各種ガイダンスや業界団体によるSDSモデル等を参考に各社ポリシーを決定いただきたい。以下にSDS作成のために参照することが望ましい資料の入手先を紹介する。
	JIS 検索(JIS Z7252, JIS Z7253等を参照可能)
	https://www.jisc.go.jp/app/jis/general/GnrJISSearch.html

	－GHS対応－化管法・安衛法におけるラベル表示・SDS提供制度：パンフレット(令和6年9月版、経済産業省・厚生労働省, 2024)
	https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/130813-01.html

	化管法に基づくSDS・ラベル作成ガイド(経済産業省, 2023)
	https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar2023/sds_guidance_2023_r.pdf

	GHS対応ラベルおよびSDSの作成マニュアル～毒物・劇物のラベル作成者向け～(厚生労働省, 2012)
	https://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/GHSmanual.pdf

	2023年9月版 GHS対応ガイドライン ラベル及び表示・安全デ－タシ－ト作成指針(日本化学工業協会, 2023)
	https://www.nikkakyo.org/safety_of_chemical_products/ghs
https://webdesk.jsa.or.jp/books/W11M0090/index/?bunsyo_id=430014
(Webでの公開は行っておらず、上記JSAホームページで購入する形となっていますので各自での入手をお願いします)

	【参考】改正安衛法に基づくラベル作成の手引き(日本化学工業協会, 2015)
	https://www.nikkakyo.org/news/page/6206
(こちらは古い情報ですが現在でもアクセス可能なため参考情報として掲載しました)



前述の通りGHSは各国法規に展開されているため、国内においては上記資料が使用できるが、海外においてはそのままでは適用できないことを理解すべきである。海外各国ではGHSの基本的な考えは踏襲されているものの、国内におけるSDSとは異なる記載を要求されることが多い。以下に事例を示すため参考にされたい。(一部の事例であり詳細については各国法規・ガイダンスに従うこと)
	欧州(EU) CLP規則
※実際には加盟各国の個別法規の記載を求められるため要注意
	・注意書き(Precautionary Statements)の数を最大6までに制限
・補助的危険有害性情報としてEUHコードが存在する
・GHS区分「引火性液体 区分4」が存在しない
・GHS区分「水性環境有害性(急性) 区分2/3」が存在しない

	米国 OSHA HCS 2012
	・呼吸器感作性・皮膚感作性・発がん性・生殖毒性・特定標的臓器毒性等のカットオフ値が低い(例：日本版では生殖毒性 区分外となる製品でも、米国版では生殖毒性 区分1となる可能性がある)
・GHS区分「水性環境有害性 区分すべて」が存在しない(OSHAでは水性環境有害性は義務ではないが、記載することを妨げるものでもない)
・CERCLA(包括的環境対策補償責任法)・SARA(スーパーファンド法)、カリフォルニアProposition 65・その他各州法(Pennsylvania Right To Know等)の記載を求められる場合がある。


各国ガイダンスについてはインターネットで入手できるものもあるが、現地言語のみというものもあり状況が不明なことが多い。各社の責任において情報収集に努めていただきたい。
	Guidance on the compilation of safety data sheets (ECHA)
	https://echa.europa.eu/-/guidance-on-the-compilation-of-safety-data-sheets

	Guidance on CLP (ECHA)
	https://echa.europa.eu/guidance-documents/guidance-on-clp

	Hazard Communication Guidance Documents (OSHA)
	https://www.osha.gov/hazcom/guidance

	HCS/HazCom 2012 Final Rule & Appendices (OSHA)
	https://www.osha.gov/hazcom/ghs-final-rule




３．JIS Z7252に基づく混合物の危険有害性の分類方法
GHSでは「化学物質」(単一物質・純物質とも言う)か「混合物」(複数の化学物質が混合されたもの)かによって、その取り扱いに若干の差異がある。しかしながら潤滑油として使用される製品のほとんどは混合物であり、ここでは危険有害性の分類方法について簡単に触れたい。
なお潤滑油製品の主たる成分である石油製品のほとんどはUVCB物質(組成が未知かまたは不定な構成要素をもつ物質、複雑な反応生成物、または生体物質)であり、個別成分としては様々な構造の化学物質を含有している。しかしながらOECD加盟国をはじめ世界的にはUVCB物質は化学物質として取り扱うことが標準的であり、UVCB物質中の個別成分について詳細を把握することは困難である。UVCB物質は成分ではなく製造プロセスや物理性状(沸点範囲など)により分類されることが多く、付与されたCASナンバーのみでは充分な化学物質管理ができない場合があるので注意を要する。
複数成分により構成された混合物はおおむね以下の論理で危険有害性を判断する。概略の説明となるので詳細についてはJIS Z7252を参照すること。
・物理化学的危険性
	物理化学的危険性
	エアゾール・引火性液体などの物理化学的危険性については、原則として混合物そのものの測定値により判定すること。
なおエアゾールを，追加的に「可燃性ガス」「高圧ガス」「引火性液体」「可燃性固体」とすることはない。(エアゾールと同時に付与されない)(※すべてJIS Z7252に記載している)


・健康に対する有害性、環境に対する有害性
	(1)混合物そのものの試験データがある場合
	一般的には混合物そのものの試験データは存在しないため通常使用することはない。
※ただし(3)でも混合物そのものの試験データを使用する場合があるので注意すること。

	(2)つなぎの原則を利用する場合
	つなぎの原則は以下の通りである。記載内容はごく当たり前のことであるから混合物においてあまり使用されることは無いものと推察する。つなぎの原則は各危険有害性ごとに決められた対象で使用すること。
【つなぎの原則とは】
《希釈》ある危険有害性を持つ成分Aについて、同等以下の危険有害性を持つ成分Bで希釈された場合、希釈前の成分Aと同等の危険有害性とみなしてよい。
《製造バッチ》ある事業者が製造する混合物Cと、同一製造者またその管理下で別事業者が製造した混合物Dは同等とみなすことができる。
《濃縮》すでに混合物Eが区分1(または区分1A)の危険有害性持っている場合、区分1(または区分1A)の成分濃度が増加する場合は、新しい混合物Fの危険有害性は区分1(または区分1A)として良い。
《内挿》混合物G/H/Jが含有量の異なる同じ成分を持つ場合で、混合物GとHの危険有害性が既知で同一の場合、混合物Jの危険有害成分含有量がGとHの間にある場合は、混合物Jの危険有害性はG/Hと同じとして良い。
《類似混合物》二つの混合物	(i) K+L	(ii) M+L について、
KとMは同じ危険有害性で同一濃度、Lの濃度も同じ場合、どちらかの混合物の危険有害性が既知の場合は他方も同じ危険有害性として良い。
《エアゾール》混合物Nに、噴霧時にNの危険有害性に影響しない噴霧剤Pを混合したエアゾールRについて、エアゾールRは混合物Nと同じ危険有害性として良い。

	(3)混合物の成分に基づく分類
	混合物の各成分について危険有害性がわかっている場合には、危険有害性によって指定された以下の方法によって混合物の危険有害性を判定することができる。
【加算式】→急性毒性、水性環境有害性で使用する
各成分の危険有害性(LD50,LC50,EC50等)を使用し、指定された式によって混合物の危険有害性を算出しGHS分類を決定する。
※水性環境有害性の場合、加算式でも単純に成分の加算によるもの(単純加算式)があるが、こちらは以下の濃度限界(カットオフ値)の考え方に近いので、以下に記述する。
【濃度限界(カットオフ値)】
各成分の危険有害性分類(区分1,区分2など)を使用し、加成式(10×区分1濃度＋区分2濃度の計を算出など)や単純合計量により混合物の危険有害性を算出しGHS分類を決定する。
※ただし「皮膚腐食性／刺激性」「眼に対する重篤な損傷性／刺激性」については混合物としてのpHを、「吸引性呼吸器有害性」では混合物としての動粘性率(動粘度)を、それぞれ判定基準に使用する場合があるので注意すること。
※0.1%/1%などあらかじめ指定された濃度限界(カットオフ値)のみで判定することは危険である。潤滑油製品に使用される原材料の多く(ZnDTP、スルホン酸金属塩、溶剤、アルキルフェノールエトキシレート、ポリマーなど)は特定濃度限界(SCL)を持つものが多く、JIS Z7252に沿って判定を行うと不適当な判定結果[＝過度に危険性の高い]となる場合があるので注意すること。SCLの情報については原材料SDSに記載されていることが多いが、記載されていない場合には供給ルートを通じて情報交換することが望ましい。
※水性環境有害性の場合、特に有害性の高い成分について別途毒性乗率Mが付与されている場合があるので注意すること。M=10の場合、単純加算式では10倍の影響を持つことになるので、混合物への影響は甚大である。




４．JIS Z7253に基づくSDS記載内容について
SDSやラベルの記載内容については、最初に記載した通りJISのほか様々なサイトから情報入手が可能である。一方で潤滑油製品のSDSについては、過去から石油連盟(潤滑油 SDS WG等)で作成されている。最新の潤滑油基油SDSモデルについては2011年12月に作成され、当時潤滑油関連四団体(潤滑油協会、全国工作油剤工業組合、全国石油工業協同組合、日本グリース協会)にて説明会が開催された。潤滑油SDS WGではその後もラベルモデルの作成など情報提供を行っている。
SDS記載内容についてはJIS Z7253 付属書D(2019年版の場合)に記載事項が記載されているので、概略は各社で確認されたい。ここでは2011年の潤滑油基油SDSモデルを元に、修正を要する点を追記し、また特に注意を要する点についてコメントを追加することとした。
	SDSモデル(動粘度によって2種類あり)
(石油連盟, 2011年版を当協会で引き継いで更新対応を行っている)
	

[bookmark: _MON_1793107029]

	英訳SDSモデル(日本語版SDSモデル英訳であり海外各国法規には準拠していない参考資料)
	

[bookmark: _MON_1793107107]

	ラベルモデル(動粘度によって2種類あり)
(石油連盟, 2014年版を当協会で引き継いで更新対応を行っている)
	


	英訳ラベルモデル(日本語版ラベルモデル英訳であり、海外各国法規には準拠していな参考資料)
	


	潤滑油基油GHS分類基準「お知らせ」
(石油連盟, 2011年)
	


	説明会概要
	



本分科会では昨年、潤滑油に使用される原材料としてBHT(CASナンバー128-37-0)の危険有害性について以下のような資料を作成している。潤滑油基油だけでなく参考にされることを希望する。
	BHT(CASナンバー128-37-0)の危険有害性について(v.2)
(JALOS潤滑油安全推進分科会, 2017)
	




５．その他
混合物の危険有害性分類については、各社で原材料管理から算出まで責任を持って行われることを期待するが、以下のようなサポートを行うサイトも存在する。また一般的にSDS作成を受託する会社や、SDS・ラベル作成支援ソフトを販売する会社もあるので、各社で情報収集に努めるようにお願いしたい。
	GHS混合物分類判定システム(経済産業省)
	http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_auto_classification_tool_ver4.html

	GHS分類ガイダンス(経済産業省)
	http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_tool_01GHSmanual.html

	職場のあんぜんサイト：化学物質：GHSモデルラベルの作り方(厚生労働省)
	http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/gmsds_label/label_howmade.html



なお現在国内でSDS・ラベル記載内容について規定しているJIS Z7252/7253(2019)については、国連GHS第6版をベースにしている。国連GHSは定期的に更新され現在のところ第10版(2023)が最新となっているが、今後も定期的にUPDATEされる予定である。JIS Z7252/7253は定期的に更新が予定されており、今後も国連GHS同様定期的にUPDATEされるため、各社で情報収集にあたるようにお願いしたい。
	Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals (GHS Rev. 10, 2023) (国連 GHS 10版)
	https://unece.org/transport/dangerous-goods/ghs-rev10-2023

	国連GHS文書 第9版までの仮訳 (経済産業省)
	https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/ghs_text.html

	潤滑剤の安全な取り扱いに関するガイダンス～労働安全衛生法改正(1)に関する潤滑剤特有の情報～ (潤滑油協会, 2024年)
	https://www.jalos.or.jp/
潤滑油協会ホームページから
→左側メニュー「化学物質規制関連情報」
→左側メニュー「安衛法ガイダンス」に進んでください
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SDS雛型（高度精製基油≦20%205）-解説版(JALOS修正版2024)_JA.docx
高度精製基油（商品名）　XX石油株式会社　整理番号XXXXXX　XXXX年XX月XX日（改定日）　7/7（ページ数）

作成日 XXXX年XX月XX日

改定日 XXXX年XX月XX日

安全データシート

【解説版】

※潤滑油 タイプA（IP346法によるDMSO抽出物量が3質量％未満である高度精製基油）40℃動粘度≦20.5

【注意点】

・本書類は潤滑油基油（高度精製基油）における安全データシート作成の雛型となるものです。

[bookmark: _Hlk182489265]・「赤文字部分」と「吹き出し」は「解説」を表すものであり、実際のSDS作成時には削除するようにお願いします。

		





1. 製品及び会社情報

		

		製品名

		高度精製基油（商品名）



		

		推奨用途

		XXXXXX用潤滑油



		

		使用上の制限

		上記以外の用途



		

		会社名

		XXXX株式会社



		

		

		住所

		東京都XXXX区XXXXXXXX



		

		

		担当部門

電話番号

FAX番号

製品コード

		XXXX技術商品部

XX-XXXX-XXXX

XX-XXXX-XXXX

XXXXXX



		

		

		緊急連絡先

		担当部門 XXXX部　　電話番号XX-XXXX-XXXX

受付時間 X曜日～X曜日  X:00～X:00



		

		整理番号

		XXXXXX



		

		

		





2. 危険有害性の要約

		

		GHS分類

		誤えん有害性	区分1

本章の記載内容は潤滑油基油の場合である。添加剤を混ぜた調剤（最終製品）のGHS分類基準に関しては、各社の責任で判定を行い、下記の項目を記載すること。



		

		GHSラベル要素

		



		

		

		シンボル

		[image: ]



		

		

		注意喚起語

		危険



		

		

		危険有害性情報

		H304: 飲み込んで気道に侵入すると生命に危険のおそれ



		

		

		注意書き

		【安全対策】 なし



		

		

		

		【応急措置】

P301+P310: 飲み込んだ場合：直ちに医師に連絡すること。

P331:無理に吐かせないこと。注意書きについては、SDSでは原則としてGHS分類に関係するものとすることが望ましい。ラベルについては、PL法などの記載も併せて行うことが求められるため注意が必要





		

		

		

		【保管】

なし

GHS分類基準（吸引性呼吸器有害性 区分1）から導かれる注意書き【保管】は「P405: 施錠して保管すること。」となるが、潤滑油製品について高粘度品（施錠不要）と低粘度品（要施錠）を分別保管することは実態に即していないことから、本章には記載せず「7. 取扱い及び保管上の注意」にて密栓を喚起するものとする。



		

		

		

		【廃棄】

P501: 内容物/容器を国際/国/都道府県/市町村の規則に従って廃棄すること。具体的には、都道府県知事等の許可を受けた専門の廃棄物処理業者に業務委託すること。



		

		

		GHS分類による上記注意書きに記載がない場合でも、以降の情報を参考に安全対策/応急措置/保管/廃棄に関し充分な配慮を行うこと。



		

		

		

		





3. 組成及び成分情報以前は「単一物質」だったものを修正した

混合物の場合は「混合物」とする



		

		化学物質・混合物の区別

		化学物質

潤滑油基油としては「化学物質」だが、添加剤を混ぜた調剤（最終製品）の場合は「混合物」となる混合物の場合は「潤滑油」「グリース」など一般的な記載でもよい





		

		化学名又は一般名

		石油系炭化水素

添加剤を混ぜた調剤（最終製品）の場合は「石油系炭化水素及び添加剤」となる



		

		別名

		Highly refined mineral oil各社で考え記載しなくてもよい



「Lubricating oil」「Highly refined mineral oil and additives」「Petroleum hydrocarbons and additives」などの表現を使用しても良い細かく記載しなくてもよい





		

		成分及び濃度範囲

		石油系炭化水素（潤滑油基油）	100質量％

※高度精製基油（IP346法によるDMSO抽出物量3％未満）



		

		化学特性 (化学式)

		特定できない[bookmark: _Hlk182489377][bookmark: _Hlk182489378]高度精製基油であることを明示するために、混合物の場合でも基油について同様の記載をすることを推奨する





		

		官報公示整理番号

		企業秘密なので記載できない（記載しても構わない）

各企業の判断で記載することには問題は無い



		

		CASナンバー

		企業秘密なので記載できない（記載しても構わない）

各企業の判断で記載することには問題は無い



		

		危険有害成分

		有効数字2桁とは「0.12%, 1.2%, 12%」など。

化合物の場合には、ホウ素(B)やモリブデン(Mo)量として判定し含有量を記載すること

非該当の場合はその旨を明示する





		

		

		化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）

		非該当

成分の含有量は有効数字2桁で記載する。

【例】第一種指定化学物質 政令番号 第453号 モリブデン及びその化合物（Moとして 1.2質量％）「表示対象物／通知対象物」を、非該当の場合はその旨を明示する明示する





		使用者自身の化学物質管理のために、物質名については正しい「法令名称」を記載すること。

また対象物質の含有量は原則として正しい重量％で記載されることが求められているが、成分の含有量が営業上の秘密に該当する場合で、製造許可物質／有機則／鉛則／四アルキル鉛則／特化則に該当しない場合は10％刻みでの記載が可能である。ただし「70～80%」は良いが「65～75%」はNGなので要注意。もちろん「60～80%」もNG。政令番号は省略しても構わない。

「がん原性物質」、「皮膚障害等化学物質」等については、別に項目を設けて記載しても良い。

【例】「2,6-ジ-ターシャリ-ブチル-4-クレゾール」→OK、「2,6-ジ-t-ブチル-p-クレゾール」「BHT」→NG



		

		労働安全衛生法

		政令番号第168号 表示対象物（通知対象物） 鉱油 100質量％

成分の含有量は10％未満の端数の切り捨てで記載する。ただし含有量が少ないものはその桁数を大きく超えることのないように注意されたい。

【例】政令番号 第168号 表示対象物（通知対象物） 鉱油 70～80質量％

【例】政令番号 第603号 表示対象物（通知対象物） モリブデン及びその化合物 1～9.9質量％

【例】政令番号第262号 通知対象物 2,6-ジ-ターシャリ-ブチル-4-クレゾール 0.1～0.99質量％













		

		

		毒物及び劇物取締法

		非該当



		

		

		GHS分類に寄与する成分

		低粘度潤滑油基油／誤えん有害性 区分1／100％

混合物の場合には、最終製品としてGHS分類に該当しない場合でも、各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、詳細を本項に記載すること。

なおカットオフ値の考え方については、GHS（各改訂版）、JIS、欧州CLPなどにより考え方に差異があるので注意されたい。（SDSをいずれの基準（GHS/JIS/CLP）で作成するかについては各企業の判断となるが、日本語SDSについてはJISに準拠することが望ましい）



		

		

		上記に未記載のその他成分情報

		なし

化審法 特定化学物質／監視化学物質／優先評価化学物質（SDSへの記載の努力義務あり）、あるいは上記に未記載のその他危険有害成分の情報があれば記載する。



		

		

		

		





以下の4.5.6.章の記載内容については、GHS分類あるいは特定の化学物質に関する情報から導かれたものではなく、従来より使用されているごく一般的な記載内容である。ごく一般的な危険性／取扱上の注意など、かなり広汎な内容となっており、これら文言の中から適切なものを選んで記載することも可能である。セクション4～8は、混合物について特有の記載がある場合には追記すること



4. 応急措置

		

		吸入した場合

		・

		新鮮な空気の場所に移す。体を毛布等でおおい、保温して安静を保ち、直ちに医師の手当てを受ける。



		

		皮膚に付着した場合

		・

		水と石鹸で付着した部分を洗う。



		

		眼に入った場合

		・

		清浄な水で最低15分間目を洗浄した後、医師の手当てを受ける。

刺激性が弱いと判断できる場合には、「清浄な水で充分に目を洗浄した後、医師の手当てを受ける。」としても良い。



		

		飲み込んだ場合

		・

・

		無理に吐かせないで、速やかに医師の手当てを受ける。

口の中が汚染されている場合には、水で十分洗う。



		



		最も重要な徴候及び症状に関する簡潔な情報

		1

2

		飲み込むと、下痢、嘔吐する可能性がある。

目に入ると炎症を起こす可能性がある。



		

		

		3

		皮膚に触れると炎症を起こす可能性がある。



		

		

		4

		ミストを吸入すると気分が悪くなることがある。



		

		応急措置をする者の保護

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		医師に対する特別注意事項

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		

		

		





5. 火災時の措置

		

		適切な消火剤

		1

		霧状の強化液、泡、粉末又は炭酸ガス消火剤が有効である。



		

		

		2

		初期の火災には、粉末、炭酸ガス消火剤を用いる。



		

		

		3

		大規模火災の際には、泡消火剤を用いて空気を遮断することが有効である。



		

		使ってはならない消火剤

		・

		棒状の水を用いてはならない。火災を拡大し危険な場合がある。



		

		火災時の特定危険有害性

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		特定の消火方法

		1

		火元への燃焼源を断つ。



		

		

		2

		周囲の設備等に散水して冷却する。 



		

		

		3

		火災発生場所の周辺に関係者以外の立入りを禁止する。



		

		消火を行う者の保護

		・

		消火作業の際は、風上から行い必ず保護具を着用する。



		

		

		

		





6. 漏出時の措置

		

		人体に対する注意事項，保護具及び緊急時措置

		・

		作業の際には、必ず保護具を着用する。



		

		環境に対する注意事項

		1

2



		河川・下水道等に排出されないよう注意する。

海上の場合、薬剤を用いる場合には国土交通省令・環境省令で定める技術上の基準に適合したものでなければならない。



		

		封じ込め及び浄化の方法・機材

		1

		周辺の着火源を速やかに取り除く。



		

		

		2

		少量の場合は、土砂、ウエス等に吸収させ回収し、その後を完全にウエス等で拭き取る。



		

		

		3

		大量の場合は、漏油下場所の周辺にはロープを張るなどして、人の立ち入りを禁止する。漏洩した液は土砂等でその流れを止め、安全な場所に導いた後、出来るだけ空容器等に回収する。



		

		

		4

		海上の場合、オイルフェンスを展開して拡散を防止し、吸収マットなどで吸い取る。薬剤を用いる場合には国土交通省令・環境省令で定める技術上の基準に適合したものでなければならない。



		

		二次災害の防止策

		1

		漏洩時は事故の未然防止及び拡大防止を図る目的で、速やかに関係機関に通報する。



		

		

		2

		周辺の着火源を取り除く。



		

		

		

		





7. 取扱い及び保管上の注意

		

		取扱い

		

		



		

		

		技術的対策

		1

		指定数量以上の量を取扱う場合には、法で定められた基準に満足する製造所、貯蔵所、取扱所で行う。



		

		

		

		2

		炎、火花又は高温体との接触を避けるとともに、みだりに蒸気を発散させないこと。



		

		

		

		3

		静電気対策を行い、作業衣、靴等も導電性の物を用いる。



		

		

		

		4

		危険物が残存している機械設備などを修理、又は加工する場合は、安全な場所において危険物を完全に除去してから行う。



		

		

		

		5

		容器から取り出す時はポンプなどを使用すること。細管を用いて口で吸い上げてはならない。飲まない。



		

		

		

		6

		皮膚に触れたり、目に入る可能性がある場合は、保護具を着用する。



		

		

		

		7

		ミストが発生する場合は、呼吸器具等を使用してミストを吸入しない。



		

		

		

		8

		容器は必ず密閉する。



		

		

		注意事項

		・

		石油製品から発生した蒸気は空気より重いので滞留しやすい。そのため換気及び火気などへの注意が必要である。



		

		

		安全取扱い注意事項

		1

		常温で取り扱うものとし、その際、水分、きょう雑物の混入に注意する。



		

		

		

		2

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質と接触しないよう注意する。



		

		保管

		

		



		

		

		適切な保管条件

		1

		直射日光を避け、換気の良い場所に保管する。



		

		

		

		2

		ゴミ、水分などの混入防止のため使用後は密栓して保管する。施錠して保管することが望ましい。



		

		

		

		3

		危険物の表示をして保管する。



		

		

		

		4

		熱、スパーク、火炎並びに静電気蓄積を避ける。



		

		

		適切な技術的対策

		・

		保管場所で使用する電気器具は防爆構造とし、器具類は接地する。



		

		

		注意事項

		・

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質との接触並びに同一場所での保管を避ける。



		

		

		安全な容器包装材料

		1

		空容器に圧力をかけない。圧力をかけると破裂することがある。



		

		

		

		2

		容器は、溶接、加熱、穴あけ又は切断しない。爆発を伴って残留物が発火することがある。



		

		

		

		

		





8. ばく露防止及び保護措置

		

		設備対策

		1

		ミストが発生する場合は発生源の密閉化、又は排気装置を設ける。混合物の場合、鉱油以外の成分で許容濃度に影響を与えるものがある場合には追記すること。

微量成分まで記載する必要はないがカットオフ値は各社で考えること





		

		

		2

		取扱い場所の近くに、眼の洗浄及び身体洗浄の為の設備を設置する。



		

		管理濃度

		・

		設定されていない

（作業環境評価基準（平成21年厚生労働省告示第194/195号）



		

		許容濃度

		・

		鉱油ミストとして



		

		

		

		日本産業衛生学会（2023年度版）（1）	3mg/m３（鉱油ミストとして）



		

		

		

		ACGIH（2023年度版）時間荷重平均（TWA）値（2）	5mg/m3 （鉱油ミストとして）



		

		保護具

		

		



		

		

		呼吸器用の保護具

		・

		通常必要でないが、必要に応じてマスクを着用する。



		

		

		手の保護具

		・

		長期間又は繰り返し接触する場合には耐油性のものを着用する。



		

		

		目の保護具

		・

		飛沫が飛ぶ場合には普通型眼鏡を着用する。



		

		

		皮膚及び身体の保護具

		・

		長期間にわたり取扱う場合又は濡れる場合には耐油性の長袖作業着等を着用する。



		

		適切な衛生対策

		・

		濡れた衣服は脱ぎ、完全に洗浄してから再使用する。



		

		

		

		JIS Z7253:2019 付属書Dでは、SDSへの記載内容について「必須」「必須(情報がない場合、その旨を必ず記載する)」「任意」を明確化している。該当・非該当に関わらず記載事項を確認すること。







9. 物理的及び化学的性質

		

		物理状態

		液体



		

		色

		淡黄色透明（暗褐色など）



		

		臭い

		臭気あり（自社での判断基準が明確であれば記載する）

【例】量的表現を含まない段階表示（無臭、わずかな臭気、臭気あり、強い臭気）

【例】データなし



		

		融点／凝固点

		流動点 -15℃



		

		沸点又は初留点及び沸騰範囲

		データなしここでいう可燃性とは一般的にUN番号が付与されるような場合を指すことが多い





		

		可燃性

		可燃性とは分類されないが燃焼はする



		

		爆発下限界及び爆発上限界／可燃限界

		下限：1容量％(推定値)／上限：7容量％(推定値)



		

		引火点

		275℃（COC）（又は 200℃以上（COC）など）

「275℃（COC）」と記載する場合は代表性状を記載する。

200℃以上（COC）と記載する場合は、船舶安全法／消防法の区切りを使用すること。（消防法の場合は、21℃以上／70℃以上／100℃以上／200℃以上／250℃以上とする）

試験方法を（PMCC）（COC）（SETA）などと付記すること。（グリースの場合はSETAが使用されることが多い）



		

		自然発火点

		データなし



		

		分解温度

		データなし



		

		pH

		データなし



		

		動粘性率

		20.0mm2/s(40℃)



		

		溶解度

		水に対する溶解性：不溶



		

		n-オクタノール/水分配係数

		データなし



		

		蒸気圧

		データなし



		

		密度

		約0.88g/cm３ （15℃）

「約」と付け小数点2桁とするか、一枚のシートで複数製品（番手違い等）を記載する場合は幅を付け「0.88～0.92」と記載しても良い。



		

		相対ガス密度

		データなし



		

		粒子特性

		データなし



		

		その他のデータ

		データなし



		

		

		





10. 安定性及び反応性混合物について特有の記載がある場合には追記すること



		

		反応性

		・

		強酸化剤との接触を避ける。



		

		化学的安定性

		・

		通常の条件では安定。



		

		危険有害反応可能性

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		避けるべき条件

		・

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質との接触しないよう注意する。



		

		混触危険物質

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		危険有害な分解生成物

		・

		燃焼の際には一酸化炭素等が発生する可能性がある。



		

		その他

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		

		

		





11. 有害性情報混合物の場合、それぞれの成分について有害性情報を記載することが望ましいとなっているが、潤滑油の場合多成分なので個別に記載することは困難と考える。

混合物としての危険有害性結果のみを記載してもよいし、主成分についてのみ記載し別セクションで個別成分の情報を提供してもよい。いずれにせよ混合物としての危険有害性の根拠がわかることが望ましい。



		

		混合物である製品としての有害性情報はないため、ここでは主成分である潤滑油基油についての情報を記載する。各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、3章「GHS分類に寄与する成分」記載する。以前は「以上」だったものを修正した

「＞」で表現してもよい





		

		急性毒性

		1

		経口	ラット LD50  5000mg/kgより大きい（3）



		

		

		2

		経皮	ラット LD50  5000mg/kgより大きい（3）

ECHAデータでは2000mg/kg以上との記載もあるが、欧州サプライヤのデータを優先している。各社の判断で記載を変更されたい。



		

		

		3

		吸入（蒸気）：データなし



		

		

		4

		吸入（ミスト）：ラット（4h） LC50  5mg/Lより大きい（3）

ECHAデータでは約2.18mg/lとの記載もあるが、欧州サプライヤのデータを優先している。各社の判断で記載を変更されたい。



		

		皮膚腐食性／刺激性

		・

		皮膚刺激性に区分する情報はない。ウサギによる複数の皮膚刺激試験において、皮膚刺激性に区分する結果は得られていない（3）。ただし長期間又は繰り返し接触した場合には、皮膚脱脂による皮膚炎を起こす可能性があるので注意すること。



		

		眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性

		・

		眼刺激性に区分する情報はない。ウサギによる複数の眼刺激試験において、眼刺激性に区分する結果は得られていない（3）。



		

		呼吸器感作性又は皮膚感作性

		・

・

		呼吸器感作性：現在のところ有用な情報なし。

皮膚感作性：ビューラーテスト（モルモット）により皮膚感作性なしとの結果である（3）。



		

		生殖細胞変異原性

		・

		広範囲な変異原性試験（ in vivo及び in vitro）が実施されているが、大部分の結果から変異原性を示す結果は得られておらず、生殖細胞変異原性なしと判断する（3）。



		

		発がん性

		・

		各種動物への皮膚暴露試験から得られた知見により発がん性はなしと判断されている（3）。



		

		

		・

		IARCでは高度精製油はグループ3（ヒトに対して発がん性について分類できない）に分類され（4）、ACGIHでもほぼ同様の分類がなされている（5）。EUによる評価では、発がん性物質としての分類は適用される必要はない（6）。



		

		生殖毒性

		・

		ラットによる発育毒性及び生殖毒性試験から得られた知見により、これら毒性を示す結果は得られておらず、生殖毒性なしと判断する（3）。



		

		特定標的臓器毒性

（単回ばく露）

		・

		急性試験による各種特定臓器への単回暴露毒性は認められていない（3）。



		

		特定標的臓器毒性

（反復ばく露）

		・

		経皮及び吸入投与による4週間から2年間の反復毒性試験を行ったが、全身に対する影響は確認されなかった（3）。



		

		誤えん有害性

		・

		40℃の動粘性率が20.5mm2/s以下の炭化水素でありヒトの摂取により肺への吸引を起こし、その結果油性肺炎または化学性肺炎をもたらすとの報告がある。



		

		

		

		





12. 環境影響情報

		

		混合物である製品としての有害性情報はないため、ここでは主成分である潤滑油基油についての情報を記載する。各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、3章「GHS分類に寄与する成分」記載する。混合物の場合、それぞれの成分について有害性情報を記載することが望ましいとなっているが、潤滑油の場合多成分なので個別に記載することは困難と考える。

混合物としての危険有害性結果のみを記載してもよいし、主成分についてのみ記載し別セクションで個別成分の情報を提供してもよい。いずれにせよ混合物としての危険有害性の根拠がわかることが望ましい。





		

		生体毒性

		・

		水にはほとんど溶解しないため、水生生物への汚損を生じる。



		

		

		魚類急性毒性

		・

		魚類（ファットヘッドミノー 96時間）	LL50 	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		魚類最大無影響量

		

		魚類（ファットヘッドミノー 14日間）	NOEL 	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		甲殻類遊泳阻害

		

		甲殻類（オオミジンコ 48時間）	EL50/NOEL	10,000mg/Lより大きい（3）



		

		

		甲殻類最大無影響量

		

		甲殻類（オオミジンコ 21日間）	NOEL	10mg/Lより大きい（3）



		

		

		藻類最大無影響量

		

		藻類（セレナストルム）	NOEL	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		微生物発光阻害

		

		微生物の発光試験（4日間）による発光阻害は確認されなかった（3）



		

		

		

		（本製品は難水溶性のため、上記試験においては調製されたWAF（水適応性画分）を試料として使用している。）



		

		水生環境急性有害性

		・

		上記試験結果から水生環境急性有害性なしと判断する。



		

		水生環境慢性有害性

		・

		上記試験結果から水生環境慢性有害性なしと判断する。



		

		残留性・分解性

		・

		生分解試験結果は31％（28日間）であることから、本質的生分解性を有するが、易生分解性ではないと判断する



		

		生体蓄積性

		・

		高度精製基油としては有用な情報がない。



		

		土壌中の移動性

		・

		一般的には水に対して浮く性質がある。

類似基油のlog KOCは3以上と推測され、地表で漏出した油は土壌に吸着されることにより地下水へ流出することは考えにくい。



		

		オゾン層への有害性

		・

		モントリオール議定書、オゾン層保護法等の規制対象物の使用はなく区分外と判断する。



		

		

		その他

		・

		上記情報は部分的な情報及び類似物質によるものである。高度精製基油に対して完全な情報が取得されているわけではない。



		

		

		

		

		





13. 廃棄上の注意以前は「以上」だったものを修正した

「＞」で表現してもよい



		



		残余廃棄物混合物について特有の記載がある場合には追記すること





		1

		事業者は産業廃棄物を自ら処理するか、又は都道府県知事の許可を受けた産業廃棄物処理業者、もしくは地方公共団体がその処理を行っている場合にはそこに委託して処理する。廃棄においては、関連法規並びに地方自治体の基準に従うこと。



		

		

		2

		投棄禁止。



		

		

		3

		埋立処分を行う場合には、あらかじめ焼却設備を用いて焼却し、その燃えがらについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」に定められた基準以下であることを確認しなければならない。



		

		

		4

		燃焼する場合は、安全な場所で、かつ、燃焼又は爆発によって他に危害又は損害を及ぼす恐れのない方法で行うと共に、見張り人をつける。

塩素系添加剤を使用している場合は「本油は塩素系添加剤を含むため、燃焼すると有害な塩素系ガスが発生する。廃油は専門の処理業者に委託すること。」を追加すること。その他、各社の判断で添加剤成分による追記を行うこと。



		

		汚染容器及び包装

		・

		容器は清浄にしてリサイクルするか、関連法規並びに地方自治体の基準に従って適切な処分を行う。空容器を廃棄する場合は、内容物を完全に除去すること。国連分類はGHS分類と調和されていることが多い。一例を以下に示すが、各社でより正しい情報を把握すること。国連分類、国連番号のほか、品名やクラス、容器等級を記載することが望ましい。



・エアゾール 全区分 →UN1950(エアゾール)

・引火性液体 区分1～3(引火点≦60℃) →例：UN1993(その他)、UN1268(石油蒸留物)、UN1263(塗料)、UN1133(接着剤)等(※容器等級(PG=Packing Group=危険等級とも言う)は原則としてGHS分類区分と同期しており、引火性液体 区分3であれば容器等級Ⅲ)

・急性毒性 区分1～3 →UN2206(毒物類：ｲｿｼｱﾈｰﾄ)など(※容器等級はLD50(半数致死濃度)と関連している。急性毒性 区分2なら容器等級Ⅱ)

・皮膚腐食性 区分1 →UN1760(腐食性物質)(※容器等級は原則としてGHS分類区分と同期しており、皮膚腐食性 区分1Aであれば容器等級Ⅰ、区分1Bであれば容器等級Ⅱ、区分1Cであれば容器等級Ⅲ)

・水性環境有害性 (急性)区分1/(長期間)区分1・2 →UN3082(液体：オイル)、UN3077(固体：グリース)(※容器等級はⅢで固定)





		

		

		

		





14. 輸送上の注意

		

		国際規制

		

		



		

		

		国連分類

		・

		国連の分類基準に該当せず。



		

		

		国連番号

		・

		該当なし。 

引火点60.5℃以下のものは「国連分類：クラス3（引火性液体）」「国連番号：UN1268など」に該当するので注意。



		

		

		追加の規制

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		国内規制

		・



		下記、輸送に関する国内法規制に該当するので、各法の規定に従った容器、積載方法により輸送する。



		

		

		陸上輸送

		消防法

		危険物 第4類 第X石油類 危険等級X



		

		

		

		容器

		危険物の規制に関する規則別表第3の2項 に定めたものを使用すること。

（注）容器は、危険物の規則に関する技術上の基準の細目を定める告示第68条の5 に定める容器試験基準に適合していることを確認すること。



		

		

		

		容器表示

		一 危険物の品名 第X石油類 危険等級X 潤滑油 

【例】危険物の品名 第2石油類(非水溶性) 危険等級Ⅲ 潤滑油

【例】危険物の品名 第3石油類(非水溶性) 危険等級Ⅲ 潤滑油第4石油類以外は水溶性／非水溶性を明確にすることが望ましい（指定数量が異なるため）



【例】危険物の品名 第4石油類 危険等級Ⅲ 潤滑油

二 数量

三 火気厳禁



		

		

		

		労働安全衛生法

		引火点65℃未満のものは「危険物（引火性の物）」に該当するので注意。



		

		

		海上輸送

		・

		船舶安全法：非危険物 （個別運送及びバラ積み運送に於いて）

引火点61℃以下のものは「船舶安全法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		

		航空輸送

		・

		航空法：非危険物

引火点60.5℃以下のものは「航空法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		輸送の特定の安全対策及び条件

		1

		引火性液体なので「火気厳禁」



		

		

		

		2

		容器が著しく摩擦または動揺を起こさないように運搬する。



		

		

		

		3

		指定数量以上の危険物を車両で運搬する場合は、総務省令で定めるところにより、当該車両に標識を掲げる。また、この場合、当該危険物に該当する消火設備を備える。運搬時の積み重ね高さは3m以下とする。



		

		

		

		4

		第1類及び第6類の危険物及び高圧ガスとを混載しない。



		

		

		

		

		





15. 適用法令

		

		国内法令：

		引火点61℃以下のものは「船舶安全法 告示別表第1（引火性液体類）」、引火点60.5℃以下のものは「航空法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		

		消防法

		危険物 第4類 第X石油類 危険等級X（水溶性or非水溶性）



		

		

		化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）

		非該当



		

		

		労働安全衛生法

		表示対象物（通知対象物）

引火点65℃未満のものは「危険物（引火性の物）」に該当するので注意。



		

		

		毒物及び劇物取締法

		非該当



		

		

		海洋汚染防止法

		油分排出規制（原則禁止）



		

		

		下水道法

		鉱油類排出規制（5mg/L）



		

		

		水質汚濁防止法

		油分排出規制（5mg/L許容濃度）

ノルマルヘキサン抽出分として検出される



		

		

		廃棄物の処理及び清掃に関する法律

		産業廃棄物規則（拡散、流出の禁止）



		

		





16. その他の情報

【引用文献】

[bookmark: _Hlk182489843]1. 許容濃度の勧告（2023） 日本産業衛生学会 産業衛生学会誌

2. Thresholds limit values for chemical substances and physical agents and biological exposure indices, ACGIH (2023)

3. ECHA (European Chemicals Agency), website "ECHA CHEM", Information on Registered Substances (2011). SDS of EU suppliers (2011)

4. IARC Monographs Programme on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans (2006)

5. 米国産業衛生専門家会議：ACGIH　documentation (2006)

6. EC理事会指令「67/548/EEC」の付属書Ⅰ「危険な物質リスト」、EU CLP Regulation(EC) No.1272/2008 付属書VI Table3.1,Table3.2

【参考資料】

・日本規格協会 JIS Z 7253：2019 「GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方法－ラベル，作業場内の表示及び安全データシート(SDS)」

・同上 JIS Z 7252：:2019 「GHSに基づく化学品の分類方法」

・独立行政法人 製品評価技術基盤機構(nite) 「GHS関連情報」

・厚生労働省 職場のあんぜんサイト 「GHS対応モデルラベル・モデルSDS情報」



		安全データシートは、危険有害な化学製品について、安全な取扱いを確保するための参考情報として、取扱事業者に提供されるものです。取扱事業者は、これを参考として、自らの責任において、個々の取扱い等の実態に応じた適切な処置を講ずることが必要であることを理解した上で、活用されるようお願いします。

従って、本データシートそのものは、安全の保証書ではありません。また、記載されている情報は改定日時点での情報を基に作成したものであり、その内容について保証するものではありません。各種法令改正や製品情報の改訂により今後も内容が変更されますので、販売・流通事業者は、取扱事業者に対し、常に最新の安全データシートを提供するようにお願いします。
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高度精製基油（商品名）　XX石油株式会社　整理番号XXXXXX　XXXX年XX月XX日（改定日）　7/7（ページ数）

作成日 XXXX年XX月XX日

改定日 XXXX年XX月XX日

安全データシート

【解説版】

※潤滑油 タイプA（IP346法によるDMSO抽出物量が3質量％未満である高度精製基油）40℃動粘度＞20.5

【注意点】

・本書類は潤滑油基油（高度精製基油）における安全データシート作成の雛型となるものです。

・「赤文字部分」と「吹き出し」は「解説」を表すものであり、実際のSDS作成時には削除するようにお願いします。

		





1. 製品及び会社情報

		

		製品名

		高度精製基油（商品名）



		

		推奨用途

		XXXXXX用潤滑油



		

		使用上の制限

		上記以外の用途



		

		会社名

		XXXX株式会社



		

		

		住所

		東京都XXXX区XXXXXXXX



		

		

		担当部門

電話番号

FAX番号

製品コード

		XXXX技術商品部

XX-XXXX-XXXX

XX-XXXX-XXXX

XXXXXX



		

		

		緊急連絡先

		担当部門 XXXX部　　電話番号XX-XXXX-XXXX

受付時間 X曜日～X曜日  X:00～X:00



		

		整理番号

		XXXXXX



		

		

		





2. 危険有害性の要約

		

		GHS分類

		GHS分類基準に該当しない

「分類基準に該当しない」との表記でも構わない。

本章の記載内容は潤滑油基油の場合である。添加剤を混ぜた調剤（最終製品）のGHS分類基準に関しては、各社の責任で判定を行い、下記の項目を記載すること。



		

		GHSラベル要素

		GHS分類基準に該当しない場合は、以下のGHSラベル要素（注意書き【廃棄】まで）は削除することができる。GHS分類基準に該当しない場合でも、安衛法・PRTR法・毒劇法などの対象物を含む場合、法に従って記載を求められるため記載を削除した





		

		

		シンボル

		なし



		

		

		注意喚起語

		なし注意書きについては、SDSでは原則としてGHS分類に関係するものとすることが望ましい。ラベルについては、PL法などの記載も併せて行うことが求められるため注意が必要





		

		

		危険有害性情報

		なし



		

		

		注意書き

		【安全対策】 なし



		

		

		

		【応急措置】 なし



		

		

		

		【保管】 なし



		

		

		

		【廃棄】 なし



		

		GHS分類による上記注意書きに記載がない場合でも、以降の情報を参考に安全対策/応急措置/保管/廃棄に関し充分な配慮を行うこと。



		

		

		

		以前は「単一物質」だったものを修正した

混合物の場合は「混合物」とする







3. 組成及び成分情報

		

		化学物質・混合物の区別

		化学物質

潤滑油基油としては「化学物質」だが、添加剤を混ぜた調剤（最終製品）の場合は「混合物」となる混合物の場合は「潤滑油」「グリース」など一般的な記載でもよい





		

		化学名又は一般名

		石油系炭化水素

添加剤を混ぜた調剤（最終製品）の場合は「石油系炭化水素及び添加剤」となる各社で考え記載しなくてもよい





		

		別名

		Highly refined mineral oil

「Lubricating oil」「Highly refined mineral oil and additives」「Petroleum hydrocarbons and additives」などの表現を使用しても良い細かく記載しなくてもよい





		

		成分及び濃度範囲

		石油系炭化水素（潤滑油基油）	100質量％

※高度精製基油（IP346法によるDMSO抽出物量3％未満）



		

		化学特性 (化学式)

		特定できない高度精製基油であることを明示するために、混合物の場合でも基油について同様の記載をすることを推奨する







		

		官報公示整理番号

		企業秘密なので記載できない（記載しても構わない）

各企業の判断で記載することには問題は無い



		

		CASナンバー

		企業秘密なので記載できない（記載しても構わない）

各企業の判断で記載することには問題は無い



		

		危険有害成分

		有効数字2桁とは「0.12%, 1.2%, 12%」など。

化合物の場合には、ホウ素(B)やモリブデン(Mo)量として判定し含有量を記載すること

非該当の場合はその旨を明示する





		

		

		化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）

		非該当

成分の含有量は有効数字2桁で記載する。

【例】第一種指定化学物質 政令番号 第453号 モリブデン及びその化合物（Moとして 1.2質量％）「表示対象物／通知対象物」を、非該当の場合はその旨を明示する明示する





		使用者自身の化学物質管理のために、物質名については正しい「法令名称」を記載すること。

また対象物質の含有量は原則として正しい重量％で記載されることが求められているが、成分の含有量が営業上の秘密に該当する場合で、製造許可物質／有機則／鉛則／四アルキル鉛則／特化則に該当しない場合は10％刻みでの記載が可能である。ただし「70～80%」は良いが「65～75%」はNGなので要注意。もちろん「60～80%」もNG。政令番号は省略しても構わない。

「がん原性物質」、「皮膚障害等化学物質」等については、別に項目を設けて記載しても良い。

【例】「2,6-ジ-ターシャリ-ブチル-4-クレゾール」→OK、「2,6-ジ-t-ブチル-p-クレゾール」「BHT」→NG



		

		労働安全衛生法

		政令番号第168号 表示対象物（通知対象物） 鉱油 100質量％

成分の含有量は10％未満の端数の切り捨てで記載する。ただし含有量が少ないものはその桁数を大きく超えることのないように注意されたい。

【例】政令番号 第168号 表示対象物（通知対象物） 鉱油 70～80質量％

【例】政令番号 第603号 表示対象物（通知対象物） モリブデン及びその化合物 1～9.9質量％

【例】政令番号第262号 通知対象物 2,6-ジ-ターシャリ-ブチル-4-クレゾール 0.1～0.99質量％













		

		

		毒物及び劇物取締法

		非該当



		

		

		GHS分類に寄与する成分

		なし

混合物の場合には、最終製品としてGHS分類に該当しない場合でも、各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、詳細を本項に記載すること。

なおカットオフ値の考え方については、GHS（各改訂版）、JIS、欧州CLPなどにより考え方に差異があるので注意されたい。（SDSをいずれの基準（GHS/JIS/CLP）で作成するかについては各企業の判断となるが、日本語SDSについてはJISに準拠することが望ましい）



		

		

		上記に未記載のその他成分情報

		なし

化審法 特定化学物質／監視化学物質／優先評価化学物質（SDSへの記載の努力義務あり）、あるいは上記に未記載のその他危険有害成分の情報があれば記載する。



		

		

		

		





以下の4.5.6.章の記載内容については、GHS分類あるいは特定の化学物質に関する情報から導かれたものではなく、従来より使用されているごく一般的な記載内容である。ごく一般的な危険性／取扱上の注意など、かなり広汎な内容となっており、これら文言の中から適切なものを選んで記載することも可能である。セクション4～8は、混合物について特有の記載がある場合には追記すること



4. 応急措置

		

		吸入した場合

		・

		新鮮な空気の場所に移す。体を毛布等でおおい、保温して安静を保ち、必要なら医師の手当てを受ける。



		

		皮膚に付着した場合

		・

		水と石鹸で付着した部分を洗う。



		

		眼に入った場合

		・

		清浄な水で最低15分間目を洗浄した後、医師の手当てを受ける。

刺激性が弱いと判断できる場合には、「清浄な水で充分に目を洗浄した後、医師の手当てを受ける。」としても良い。



		

		飲み込んだ場合

		・

・

		無理に吐かせないで、速やかに医師の手当てを受ける。

口の中が汚染されている場合には、水で十分洗う。



		



		最も重要な徴候及び症状に関する簡潔な情報

		1

2

		飲み込むと、下痢、嘔吐する可能性がある。

目に入ると炎症を起こす可能性がある。



		

		

		3

		皮膚に触れると炎症を起こす可能性がある。



		

		

		4

		ミストを吸入すると気分が悪くなることがある。



		

		応急措置をする者の保護

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		医師に対する特別注意事項

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		

		

		





5. 火災時の措置

		

		適切な消火剤

		1

		霧状の強化液、泡、粉末又は炭酸ガス消火剤が有効である。



		

		

		2

		初期の火災には、粉末、炭酸ガス消火剤を用いる。



		

		

		3

		大規模火災の際には、泡消火剤を用いて空気を遮断することが有効である。



		

		使ってはならない消火剤

		・

		棒状の水を用いてはならない。火災を拡大し危険な場合がある。



		

		火災時の特定危険有害性

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		特定の消火方法

		1

		火元への燃焼源を断つ。



		

		

		2

		周囲の設備等に散水して冷却する。



		

		

		3

		火災発生場所の周辺に関係者以外の立入りを禁止する。



		

		消火を行う者の保護

		・

		消火作業の際は、風上から行い必ず保護具を着用する。



		

		

		

		





6. 漏出時の措置

		

		人体に対する注意事項，保護具及び緊急時措置

		・

		作業の際には、必ず保護具を着用する。



		





		環境に対する注意事項





		1

2



		河川・下水道等に排出されないよう注意する。

海上の場合、薬剤を用いる場合には国土交通省令・環境省令で定める技術上の基準に適合したものでなければならない。



		

		封じ込め及び浄化の方法・機材

		1

		周辺の着火源を速やかに取り除く。



		

		

		2

		少量の場合は、土砂、ウエス等に吸収させ回収し、その後を完全にウエス等で拭き取る。



		

		

		3

		大量の場合は、漏油下場所の周辺にはロープを張るなどして、人の立ち入りを禁止する。漏洩した液は土砂等でその流れを止め、安全な場所に導いた後、出来るだけ空容器等に回収する。



		

		

		4

		海上の場合、オイルフェンスを展開して拡散を防止し、吸収マットなどで吸い取る。薬剤を用いる場合には国土交通省令・環境省令で定める技術上の基準に適合したものでなければならない。



		

		二次災害の防止策

		1

		漏洩時は事故の未然防止及び拡大防止を図る目的で、速やかに関係機関に通報する。



		

		

		2

		周辺の着火源を取り除く。



		

		

		

		





7. 取扱い及び保管上の注意

		

		取扱い

		

		



		

		

		技術的対策

		1

		指定数量以上の量を取扱う場合には、法で定められた基準に満足する製造所、貯蔵所、取扱所で行う。



		

		

		

		2

		炎、火花又は高温体との接触を避けるとともに、みだりに蒸気を発散させないこと。



		

		

		

		3

		静電気対策を行い、作業衣、靴等も導電性の物を用いる。



		

		

		

		4

		危険物が残存している機械設備などを修理、又は加工する場合は、安全な場所において危険物を完全に除去してから行う。



		

		

		

		5

		容器から取り出す時はポンプなどを使用すること。細管を用いて口で吸い上げてはならない。飲まない。



		

		

		

		6

		皮膚に触れたり、目に入る可能性がある場合は、保護具を着用する。



		

		

		

		7

		ミストが発生する場合は、呼吸器具等を使用してミストを吸入しない。



		

		

		

		8

		容器は必ず密閉する。



		

		

		注意事項

		・

		石油製品から発生した蒸気は空気より重いので滞留しやすい。そのため換気及び火気などへの注意が必要である。



		

		

		安全取扱い注意事項

		1

		常温で取り扱うものとし、その際、水分、きょう雑物の混入に注意する。



		

		

		

		2

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質と接触しないよう注意する。



		

		保管

		

		



		

		

		適切な保管条件

		1

		直射日光を避け、換気の良い場所に保管する。



		

		

		

		2

		ゴミ、水分などの混入防止のため使用後は密栓して保管する。



		

		

		

		3

		危険物の表示をして保管する。



		

		

		

		4

		熱、スパーク、火炎並びに静電気蓄積を避ける。



		

		

		適切な技術的対策

		・

		保管場所で使用する電気器具は防爆構造とし、器具類は接地する。



		

		

		注意事項

		・

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質との接触並びに同一場所での保管を避ける。



		

		

		安全な容器包装材料

		1

		空容器に圧力をかけない。圧力をかけると破裂することがある。



		

		

		

		2

		容器は、溶接、加熱、穴あけ又は切断しない。爆発を伴って残留物が発火することがある。



		

		

		

		

		





8. ばく露防止及び保護措置

		

		設備対策

		1

		ミストが発生する場合は発生源の密閉化、又は排気装置を設ける。混合物の場合、鉱油以外の成分で許容濃度に影響を与えるものがある場合には追記すること。

微量成分まで記載する必要はないがカットオフ値は各社で考えること





		

		

		2

		取扱い場所の近くに、眼の洗浄及び身体洗浄の為の設備を設置する。



		

		管理濃度

		・

		設定されていない

（作業環境評価基準（平成21年厚生労働省告示第194/195号）



		

		許容濃度

		・

		鉱油ミストとして



		

		

		

		日本産業衛生学会（2023年度版）（1）	3mg/m３（鉱油ミストとして）



		

		

		

		ACGIH（2023年度版）時間荷重平均（TWA）値（2）	5mg/m3 （鉱油ミストとして）



		

		保護具

		

		



		

		

		呼吸器用の保護具

		・

		通常必要でないが、必要に応じてマスクを着用する。



		

		

		手の保護具

		・

		長期間又は繰り返し接触する場合には耐油性のものを着用する。



		

		

		目の保護具

		・

		飛沫が飛ぶ場合には普通型眼鏡を着用する。



		

		

		皮膚及び身体の保護具

		・

		長期間にわたり取扱う場合又は濡れる場合には耐油性の長袖作業着等を着用する。



		

		適切な衛生対策

		・

		濡れた衣服は脱ぎ、完全に洗浄してから再使用する。JIS Z7253:2019 付属書Dでは、SDSへの記載内容について「必須」「必須(情報がない場合、その旨を必ず記載する)」「任意」を明確化している。該当・非該当に関わらず記載事項を確認すること。





		

		

		

		





9. 物理的及び化学的性質

		

		物理状態

		液体



		

		色

		淡黄色透明（暗褐色など）



		

		臭い

		臭気あり（自社での判断基準が明確であれば記載する）

【例】量的表現を含まない段階表示（無臭、わずかな臭気、臭気あり、強い臭気）

【例】データなし



		

		融点／凝固点

		流動点 -15℃



		

		沸点又は初留点及び沸騰範囲

		データなしここでいう可燃性とは一般的にUN番号が付与されるような場合を指すことが多い





		

		可燃性

		可燃性とは分類されないが燃焼はする



		

		爆発下限界及び爆発上限界／可燃限界

		下限：1容量％(推定値)／上限：7容量％(推定値)



		

		引火点

		275℃（COC）（又は 200℃以上（COC）、不溶など）

「275℃（COC）」と記載する場合は代表性状を記載する。

200℃以上（COC）と記載する場合は、船舶安全法／消防法の区切りを使用すること。（消防法の場合は、21℃以上／70℃以上／100℃以上／200℃以上／250℃以上とする）

試験方法を（PMCC）（COC）（SETA）などと付記すること。（グリースの場合はSETAが使用されることが多い）



		

		自然発火点

		データなし



		

		分解温度

		データなし



		

		pH

		データなし



		

		動粘性率

		46.0mm2/s(40℃)



		

		溶解度

		水に対する溶解性：不溶



		

		n-オクタノール/水分配係数

		データなし



		

		蒸気圧

		データなし



		

		密度

		約0.88g/cm３ （15℃）

「約」と付け小数点2桁とするか、一枚のシートで複数製品（番手違い等）を記載する場合は幅を付け「0.88～0.92」と記載しても良い。



		

		相対ガス密度

		データなし



		

		粒子特性

		データなし



		

		その他のデータ

		データなし



		

		

		





10. 安定性及び反応性混合物について特有の記載がある場合には追記すること



		

		反応性

		・

		強酸化剤との接触を避ける。



		

		化学的安定性

		・

		通常の条件では安定。



		

		危険有害反応可能性

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		避けるべき条件

		・

		ハロゲン類、強酸類、アルカリ類、酸化性物質との接触しないよう注意する。



		

		混触危険物質

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		危険有害な分解生成物

		・

		燃焼の際には一酸化炭素等が発生する可能性がある。



		

		その他

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		

		

		





11. 有害性情報混合物の場合、それぞれの成分について有害性情報を記載することが望ましいとなっているが、潤滑油の場合多成分なので個別に記載することは困難と考える。

混合物としての危険有害性結果のみを記載してもよいし、主成分についてのみ記載し別セクションで個別成分の情報を提供してもよい。いずれにせよ混合物としての危険有害性の根拠がわかることが望ましい。



		

		混合物である製品としての有害性情報はないため、ここでは主成分である潤滑油基油についての情報を記載する。各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、3章「GHS分類に寄与する成分」記載する。以前は「以上」だったものを修正した

「＞」で表現してもよい





		

		急性毒性

		1

		経口	ラット LD50  5000mg/kgより大きい（3）



		

		

		2

		経皮	ラット LD50  5000mg/kgより大きい（3）

ECHAデータでは2000mg/kg以上との記載もあるが、欧州サプライヤのデータを優先している。各社の判断で記載を変更されたい。



		

		

		3

		吸入（蒸気）：データなし



		

		

		4

		吸入（ミスト）：ラット（4h） LC50  5mg/Lより大きい（3）

ECHAデータでは約2.18mg/lとの記載もあるが、欧州サプライヤのデータを優先している。各社の判断で記載を変更されたい。



		

		皮膚腐食性／刺激性

		・

		皮膚刺激性に区分する情報はない。ウサギによる複数の皮膚刺激試験において、皮膚刺激性に区分する結果は得られていない（3）。ただし長期間又は繰り返し接触した場合には、皮膚脱脂による皮膚炎を起こす可能性があるので注意すること。



		

		眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性

		・

		眼刺激性に区分する情報はない。ウサギによる複数の眼刺激試験において、眼刺激性に区分する結果は得られていない（3）。



		

		呼吸器感作性又は皮膚感作性

		・

・

		呼吸器感作性：現在のところ有用な情報なし。

皮膚感作性：ビューラーテスト（モルモット）により皮膚感作性なしとの結果である（3）。



		

		生殖細胞変異原性

		・

		広範囲な変異原性試験（ in vivo及び in vitro）が実施されているが、大部分の結果から変異原性を示す結果は得られておらず、生殖細胞変異原性なしと判断する（3）。



		

		発がん性

		・

		各種動物への皮膚暴露試験から得られた知見により発がん性はなしと判断されている（3）。



		

		

		・

		IARCでは高度精製油はグループ3（ヒトに対して発がん性について分類できない）に分類され（4）、ACGIHでもほぼ同様の分類がなされている（5）。EUによる評価では、発がん性物質としての分類は適用される必要はない（6）。



		

		生殖毒性

		・

		ラットによる発育毒性及び生殖毒性試験から得られた知見により、これら毒性を示す結果は得られておらず、生殖毒性なしと判断する（3）。



		

		特定標的臓器毒性

（単回ばく露）

		・

		急性試験による各種特定臓器への単回暴露毒性は認められていない（3）。



		

		特定標的臓器毒性

（反復ばく露）

		・

		経皮及び吸入投与による4週間から2年間の反復毒性試験を行ったが、全身に対する影響は確認されなかった（3）。



		

		誤えん有害性

		・

		40℃の動粘性率が20.5mm2/s以下の炭化水素に該当しないため分類できない。 



		

		

		

		





12. 環境影響情報

		

		混合物である製品としての有害性情報はないため、ここでは主成分である潤滑油基油についての情報を記載する。各危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分がある場合には、3章「GHS分類に寄与する成分」記載する。混合物の場合、それぞれの成分について有害性情報を記載することが望ましいとなっているが、潤滑油の場合多成分なので個別に記載することは困難と考える。

混合物としての危険有害性結果のみを記載してもよいし、主成分についてのみ記載し別セクションで個別成分の情報を提供してもよい。いずれにせよ混合物としての危険有害性の根拠がわかることが望ましい。

以前は「以上」だったものを修正した

「＞」で表現してもよい





		

		生体毒性

		・

		水にはほとんど溶解しないため、水生生物への汚損を生じる。



		

		

		魚類急性毒性

		・

		魚類（ファットヘッドミノー 96時間）	LL50 	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		魚類最大無影響量

		

		魚類（ファットヘッドミノー 14日間）	NOEL 	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		甲殻類遊泳阻害

		

		甲殻類（オオミジンコ 48時間）	EL50/NOEL	10,000mg/Lより大きい（3）



		

		

		甲殻類最大無影響量

		

		甲殻類（オオミジンコ 21日間）	NOEL	10mg/Lより大きい（3）



		

		

		藻類最大無影響量

		

		藻類（セレナストルム）	NOEL	100mg/Lより大きい（3）



		

		

		微生物発光阻害

		

		微生物の発光試験（4日間）による発光阻害は確認されなかった（3）



		

		

		

		（本製品は難水溶性のため、上記試験においては調製されたWAF（水適応性画分）を試料として使用している。）



		

		水生環境急性有害性

		・

		上記試験結果から水生環境急性有害性なしと判断する。



		

		水生環境慢性有害性

		・

		上記試験結果から水生環境慢性有害性なしと判断する。



		

		残留性・分解性

		・

		生分解試験結果は31％（28日間）であることから、本質的生分解性を有するが、易生分解性ではないと判断する



		

		生体蓄積性

		・

		高度精製基油としては有用な情報がない。



		

		土壌中の移動性

		・

		一般的には水に対して浮く性質がある。

類似基油のlog KOCは3以上と推測され、地表で漏出した油は土壌に吸着されることにより地下水へ流出することは考えにくい。



		

		オゾン層への有害性

		・

		モントリオール議定書、オゾン層保護法等の規制対象物の使用はなく区分外と判断する。



		

		

		その他

		・

		上記情報は部分的な情報及び類似物質によるものである。高度精製基油に対して完全な情報が取得されているわけではない。



		

		

		

		

		





13. 廃棄上の注意

		



		残余廃棄物混合物について特有の記載がある場合には追記すること





		1

		事業者は産業廃棄物を自ら処理するか、又は都道府県知事の許可を受けた産業廃棄物処理業者、もしくは地方公共団体がその処理を行っている場合にはそこに委託して処理する。廃棄においては、関連法規並びに地方自治体の基準に従うこと。



		

		

		2

		投棄禁止。



		

		

		3

		埋立処分を行う場合には、あらかじめ焼却設備を用いて焼却し、その燃えがらについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」に定められた基準以下であることを確認しなければならない。



		

		

		4

		燃焼する場合は、安全な場所で、かつ、燃焼又は爆発によって他に危害又は損害を及ぼす恐れのない方法で行うと共に、見張り人をつける。

塩素系添加剤を使用している場合は「本油は塩素系添加剤を含むため、燃焼すると有害な塩素系ガスが発生する。廃油は専門の処理業者に委託すること。」を追加すること。その他、各社の判断で添加剤成分による追記を行うこと。



		

		汚染容器及び包装

		・

		容器は清浄にしてリサイクルするか、関連法規並びに地方自治体の基準に従って適切な処分を行う。空容器を廃棄する場合は、内容物を完全に除去すること。国連分類はGHS分類と調和されていることが多い。一例を以下に示すが、各社でより正しい情報を把握すること。国連分類、国連番号のほか、品名やクラス、容器等級を記載することが望ましい。



・エアゾール 全区分 →UN1950(エアゾール)

・引火性液体 区分1～3(引火点≦60℃) →例：UN1993(その他)、UN1268(石油蒸留物)、UN1263(塗料)、UN1133(接着剤)等(※容器等級(PG=Packing Group=危険等級とも言う)は原則としてGHS分類区分と同期しており、引火性液体 区分3であれば容器等級Ⅲ)

・急性毒性 区分1～3 →UN2206(毒物類：ｲｿｼｱﾈｰﾄ)など(※容器等級はLD50(半数致死濃度)と関連している。急性毒性 区分2なら容器等級Ⅱ)

・皮膚腐食性 区分1 →UN1760(腐食性物質)(※容器等級は原則としてGHS分類区分と同期しており、皮膚腐食性 区分1Aであれば容器等級Ⅰ、区分1Bであれば容器等級Ⅱ、区分1Cであれば容器等級Ⅲ)

・水性環境有害性 (急性)区分1/(長期間)区分1・2 →UN3082(液体：オイル)、UN3077(固体：グリース)(※容器等級はⅢで固定)





		

		

		

		





14. 輸送上の注意

		

		国際規制

		

		



		

		

		国連分類

		・

		国連の分類基準に該当せず。



		

		

		国連番号

		・

		該当なし。 

引火点60.5℃以下のものは「国連分類：クラス3（引火性液体）」「国連番号：UN1268など」に該当するので注意。



		

		

		追加の規制

		・

		現在のところ有用な情報なし。



		

		国内規制

		・



		下記、輸送に関する国内法規制に該当するので、各法の規定に従った容器、積載方法により輸送する。



		

		

		陸上輸送

		消防法

		危険物 第4類 第X石油類 危険等級X



		

		

		

		容器

		危険物の規制に関する規則別表第3の2項 に定めたものを使用すること。

（注）容器は、危険物の規則に関する技術上の基準の細目を定める告示第68条の5 に定める容器試験基準に適合していることを確認すること。



		

		

		

		容器表示

		一 危険物の品名 第X石油類 危険等級X 潤滑油 

【例】危険物の品名 第2石油類(非水溶性) 危険等級Ⅲ 潤滑油

【例】危険物の品名 第3石油類(非水溶性) 危険等級Ⅲ 潤滑油第4石油類以外は水溶性／非水溶性を明確にすることが望ましい（指定数量が異なるため）





【例】危険物の品名 第4石油類 危険等級Ⅲ 潤滑油

二 数量

三 火気厳禁



		

		

		

		労働安全衛生法

		引火点65℃未満のものは「危険物（引火性の物）」に該当するので注意。



		

		

		海上輸送

		・

		船舶安全法：非危険物 （個別運送及びバラ積み運送に於いて）

引火点61℃以下のものは「船舶安全法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		

		航空輸送

		・

		航空法：非危険物

引火点60.5℃以下のものは「航空法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		輸送の特定の安全対策及び条件

		1

		引火性液体なので「火気厳禁」



		

		

		

		2

		容器が著しく摩擦または動揺を起こさないように運搬する。



		

		

		

		3

		指定数量以上の危険物を車両で運搬する場合は、総務省令で定めるところにより、当該車両に標識を掲げる。また、この場合、当該危険物に該当する消火設備を備える。運搬時の積み重ね高さは3m以下とする。



		

		

		

		4

		第1類及び第6類の危険物及び高圧ガスとを混載しない。



		

		

		

		

		





15. 適用法令

		

		国内法令：

		引火点61℃以下のものは「船舶安全法 告示別表第1（引火性液体類）」、引火点60.5℃以下のものは「航空法 告示別表第1（引火性液体類）」に該当するので注意。



		

		

		消防法

		危険物 第4類 第X石油類 危険等級X（水溶性or非水溶性）



		

		

		化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）

		非該当



		

		

		労働安全衛生法

		表示対象物（通知対象物）

引火点65℃未満のものは「危険物（引火性の物）」に該当するので注意。



		

		

		毒物及び劇物取締法

		非該当



		

		

		海洋汚染防止法

		油分排出規制（原則禁止）



		

		

		下水道法

		鉱油類排出規制（5mg/L）



		

		

		水質汚濁防止法

		油分排出規制（5mg/L許容濃度）

ノルマルヘキサン抽出分として検出される



		

		

		廃棄物の処理及び清掃に関する法律

		産業廃棄物規則（拡散、流出の禁止）



		

		





16. その他の情報

【引用文献】

1. 許容濃度の勧告（2023） 日本産業衛生学会 産業衛生学会誌

2. Thresholds limit values for chemical substances and physical agents and biological exposure indices, ACGIH (2023)

3. ECHA (European Chemicals Agency), website "ECHA CHEM", Information on Registered Substances (2011). SDS of EU suppliers (2011)

4. IARC Monographs Programme on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans (2006)

5. 米国産業衛生専門家会議：ACGIH　documentation (2006)

6. EC理事会指令「67/548/EEC」の付属書Ⅰ「危険な物質リスト」、EU CLP Regulation(EC) No.1272/2008 付属書VI Table3.1,Table3.2

【参考資料】

・日本規格協会 JIS Z 7253：2019 「GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方法－ラベル，作業場内の表示及び安全データシート(SDS)」

・同上 JIS Z 7252：:2019 「GHSに基づく化学品の分類方法」

・独立行政法人 製品評価技術基盤機構(nite) 「GHS関連情報」

・厚生労働省 職場のあんぜんサイト 「GHS対応モデルラベル・モデルSDS情報」



		安全データシートは、危険有害な化学製品について、安全な取扱いを確保するための参考情報として、取扱事業者に提供されるものです。取扱事業者は、これを参考として、自らの責任において、個々の取扱い等の実態に応じた適切な処置を講ずることが必要であることを理解した上で、活用されるようお願いします。

従って、本データシートそのものは、安全の保証書ではありません。また、記載されている情報は改定日時点での情報を基に作成したものであり、その内容について保証するものではありません。各種法令改正や製品情報の改訂により今後も内容が変更されますので、販売・流通事業者は、取扱事業者に対し、常に最新の安全データシートを提供するようにお願いします。
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Safety Data Sheet (SDS)

		Effective Date: November 18, 2024



		1. IDENTIFICATION OF THE SUBSTANCE/PREPARATION AND COMPANY/UNDERTAKING



		

		Product Name

		:

		Highly Refined Mineral Oil



		

		Recommended Use

		:

		XXXXXX(主用途を記載する)



		

		Restricted Use

		:

		Other than those above.



		

		Manufacturer/Supplier

		:

		XXXX Company K.K.



		

		

		Address

		:

		X-XX-XX Shibuya, Shibuya-ku, Tokyo, Japan, 100-1234



		

		

		Division

		:

		Division Name



		

		

		Telephone

		:

		+81-3-XXXX-XXXX



		

		

		Fax

		:

		+81-3-XXXX-XXXX



		

		

		Email

		

		XXX@XXXX.com



		

		

		Product Code

		:

		XXXXXX



		

		

		Emergency Contact

		:

		Division Name	TEL.+81-3-XXXX-XXXX  XXX@XXXX.com



		

		SDS Code

		:

		XXX-XXXXXX



		

		

		



		2. HAZARDS IDENTIFICATION



		

		GHS Classification

		:

		Aspiration hazard: Category 1



		

		GHS Label Elements

		



		

		Symbol(s)

		:

		[image: ]



		

		Signal Words

		:

		Danger



		

		Hazard Statement

		:

		H304: May be fatal if swallowed and enters airways



		

		GHS Precautionary Statements



		

		

		Prevention

		:

		No precautionary phrases.



		

		

		Response

		:

		P301+P310: IF SWALLOWED: Immediately call a POISON CENTER/doctor/physician.

P331: Do NOT induce vomiting.



		

		

		Storage

		:

		No precautionary phrases.



		

		

		Disposal

		:

		P501: Dispose of contents/container to appropriate waste site or reclaimer in accordance with local and national regulations.



		

		Other Information

		:

		Please see Section 4 - 8 before use for Prevention/Response/Storage/Disposal.

Used oil may contain harmful impurities.



		

		

		



		3. COMPOSITION/INFORMATION ON INGREDIENTS



		

		Substance or Mixture

		:

		Substance



		

		Chemical Description

		:

		Petroleum hydrocarbon.



		

		Synonyms

		:

		Highly refined mineral oil.



		

		Component Information

		:

		Petroleum hydrocarbon.(Lubricating base oil.) 100%

Highly refined mineral oil contains <3% DMSO-extract, according to IP346.



		

		Chemical Formula

		:

		Not possible to define.



		

		MITI (ENCS) number

		:

		Trade secret



		

		CAS registry number

		:

		Trade secret



		

		Pollutant Release and Transfer Register (PRTR) Law

		:

		Not applicable



		

		Industrial Safety and Health Law

		:

		Labeling(Delivery of Documents): No.168 Mineral oil 100%



		

		Poisonous and Deleterious Substance Control Law

		:

		Not applicable



		

		Classification of components according to GHS

		:

		[Chemical Identity/Hazard Class (category)/Hazard Statement/Conc.]

Low viscosity base oil/Asp. Tox. 1/H304/100%



		

		Other information

		:

		Data not available.



		

		

		

		



		4. FIRST AID MEASURES



		

		Inhalation

		:

		Remove casualty to fresh air. Cover with blanket to keep warm and rest in a quiet surrounding. Seek immediate medical advice and attention.



		

		Skin (or hair) Contact

		:

		Wash skin with water and soap.



		

		Eye Contact

		:

		Rinse cautiously with clean water for at least 15 minutes. Seek medical advice and attention.



		

		Ingestion

		:

		Without inducing vomiting, call a doctor for treatment. If mouth has been dirtied, clean with water.



		



		Most important indication of t important immediate and delayed symptoms

		:

		1. If swallowed, diarrhea and vomiting may occur.

2. Eye contact may cause irritation.

3. Skin contact may cause irritation.

4. Inhalation of mist may cause feeling ill.



		

		Protection of individuals who partake in emergency

		:

		Data not available.



		

		Special notes to doctor

		:

		Data not available.



		

		

		

		



		5. FIRE FIGHTING MEASURES



		

		Suitable Extinguishing Media

		:

		1. Concentrated strong liquid in mist and powder forms, carbon dioxide and foam.

2. Use powder and carbon dioxide may be used small fires only.

3. Effective to use foam to shutdown the air in a large fires.



		

		Unsuitable Extinguishing Media

		:

		Do not use water in a jet.



		

		Specific Hazards Arising in Fire

		:

		Data not available.



		

		Fire fighting instructions

		:

		1. Cut off combustion source to fire.

2. Water the surrounding equipment to cool them down.

3. Cordon off the affected place and its vicinity to all, except the concerned parties.



		

		Protective Equipment & Precautions for Fighters

		:

		Ensure to wear protective equipment and approach from windward.



		

		

		

		



		6. ACCIDENTAL RELEASE MEASURES



		

		Personal Precautions, Protective Equipment and Emergency Procedures

		:

		Prepare suitable equipment and materials.



		

		Environmental Precautions

		:

		1. Prevent from spreading or entering drains, ditches or rivers.

2. In event of entering in the sea, use chemicals and/or detergents, they must satisfy technical standards as set by the Ministry of Land, Infrastructure and Transport / Ministry of the Environment.



		

		Methods and Material for

Containment and Clean

Up

		:

		1. Promptly remove all ignition sources and stop leakages.

2. In a small leakage, absorb by use of sand or waste clothes and recover by waste clothes.

3. In a large leakage, cordon off the danger zone, prevent from entering and enclose it with sand bank and stop outflow. Cover liquid surface with foam, and recover liquid into containers.

4. In event of entering in the sea, extend oil fences to prevent from spreading, and sop up with absorbent materials. Use chemicals and/or detergents, they must satisfy technical standards as set by the Ministry of Land, Infrastructure and Transport / Ministry of the Environment.



		

		Secondary Disaster Prevention

		:

		1. In a leakage, promptly contact local authorities for the purpose of preventing accidents and spreading.

2. Promptly remove all ignition sources.



		

		

		

		



		7. HANDLING AND STORAGE



		

		HANDLING

		

		



		

		

		Technical Measures

		:

		1. In handling this material over the allocated volume, ensure approval to meet requires of the laws.

2. Keep away from heat, sparks, open flames, hot objects. No smoking.

3. Take measures against static discharge. Ensure to wear clothing and shoes made of conductive materials.

4. When fixing or processing machine, it carries out after removing dangerous objects completely.

5. NEVER suck up (siphoning) this material by mouth.

6. Wear suitable protect equipment if skin or eye contact may cause.

7. If mist occured, avoid inhalation by using breathing device.

8. Seal containers hermetically.



		

		

		Other Precautions

		:

		Petroleum vapour is heavier than air and tends to stay. Attention to ventilation and fire.



		

		

		Precautions for Safe Handling 

		:

		1. Use under normal temperature. Prevent from mixing water and impurity.

2. Avoid contact with halogens, strong acids, alkali and oxidizing materials.



		

		STRAGE

		

		



		

		

		Conditions for Safe Storage

		:

		1. Keep containers tightly closed and in a cool, well-ventilated place away from direct sunlight.

2. Store tightly closed after use to prevent from dust and moisture entering. It is recommended to lock up storage area.

3. Use properly labelled and closeable containers.

4. Avoid heat, sparks, open flame and static accumulation.



		

		

		Technical Measures

		:

		All electrical appliances shall be explosion-proof types, and they all must be earthed.



		

		

		Precautions for Safe Stroage

		:

		Avoid contact and storage in same place with halogens, strong acids, alkali and oxidizing materials.



		

		

		Recommended Materials

		:

		1. Storage in original containers. Do not pressurize empty containers. May cause rupture.

2. Do not weld, heat up, drill or cut containers. May ignite the residue and cause explosion.



		

		

		

		

		



		8. EXPOSURE CONTROLS/PERSONAL PROTECTION



		

		Equipment

		:

		1. Seal or install ventilations for mist occurs.

2. Install eye shower and body shower near working site.



		

		Standard Concentration Control

		:

		Not specified



		

		OSHA, Permissible Exposure Limits (PEL)

		:

		5mg/m3 (Oil mist, mineral)



		

		Occupational Exposure Limits

		:

		Japan Society for Occupational Health(2023)(1)	3mg/m3 (Oil mist, mineral)

ACGIH(2023) TWA[Inhalable fraction.](2)	5mg/m3 (Oil mist, mineral)



		

		Protective Equipment

		:

		Skin protection not ordinarily required beyond standard issue work clothes.



		

		

		Respiratory Protection

		:

		No respiratory protection is ordinarily required under normal conditions of use. Use appropriate equipment in response to the circumstances.



		

		

		Hand Protection

		:

		Use oil-proof protective hand gloves under prolonged or repeated skin contact.



		

		

		Eye Protection

		:

		Wear safety glasses or full face shield if splashes are likely to occur.



		

		

		Skin and Body Protection

		:

		Use oil-proof/long sleeved clothing under prolonged usage.



		

		Appropriate Sanitary Measures:

		:

		Remove immediately all contaminated clothing. Contaminated clothing must be laundered before reuse.



		

		

		

		



		9. PHYSICAL AND CHEMICAL PROPERTIES



		

		Physical state

		:

		Liquid.



		

		Colour

		:

		Light yellow.



		

		Odour

		:

		Characteristic mineral oil



		

		Melting point/freezing point

		:

		Pour point: -15°C



		

		Initial boiling point and boiling range

		:

		Data not available.



		

		Flammability

		:

		Not classified as flammable but will burn.



		

		Upper / lower Flammability or Explosion limits

		:

		Typical 1 - 7 %(V) (estimated)



		

		Flash point

		:

		275°C (COC) or ≥200°C (COC)



		

		Auto-ignition temperature

		:

		Data not available.



		

		Decomposition Temperature

		:

		Data not available.



		

		pH

		:

		Not applicable.



		

		Kinetic Viscosity

		:

		20.0mm2/s (40°C)



		

		Solubility

		:

		Water: Negligible.



		

		n-octanol/water partition coefficient (log Pow)

		:

		Data not available.



		

		Vapour pressure

		:

		Data not available.



		

		Density

		:

		Approx. 0.88g/cm3 (15°C)



		

		Relative gas density

		:

		Data not available.



		

		Particle characteristics

		:

		Data not available.



		

		Other data

		:

		Data not available.



		

		

		



		10. STABILITY AND REACTIVITY



		

		Hazardous Reactivity

		:

		Avoid contact with strong oxidizing agent.



		

		Chemical Stability

		:

		Stable under normal condition.



		

		Possibility of hazardous reactions

		:

		Data not available.



		

		Conditions to Avoid

		:

		Avoid contact with halogens, strong acids, alkalis, and oxidizing materials.



		

		Incompatible Materials

		:

		Data not available.



		

		Hazardous Decomposition Products

		:

		May generates smoke with carbon monoxide etc. during combustion.



		

		

		

		



		11. TOXICOLOGICAL INFORMATION



		

		Unless indicated otherwise, the data presented is representative of the main component of a whole product, rather than for individual component(s). Individual components contained above cut-off value is described on Section 3.



		

		Acute Toxicity

		:

		1. Oral	LD50>5000mg/kg , Rat(3)

2. Dermal	LD50>5000mg/kg , Rat(3)

3. Inhalation(Vapour)	Data not available

4. Inhalation(Mist)	LC50>5mg/l , 4h, Rat(3)



		

		Skin Corrosion/Irritation

		:

		Not classified as a skin irritation (rabbit test). There are no result on some skin irritation tests with rabbits.(3) Prolonged/repeated contact may cause defatting of the skin which can lead to dermatitis.



		

		Serious Eye Damage/Irritation

		:

		Not classified as an eye irritation (rabbit test). There are no result on some eye irritation tests with rabbits.(3)



		

		Respiratory or Skin Sensitisation

		:

		No data available concerning respiratory sensitisation.

Not classified as a skin sensitisation (Buehler test; guinea pig).(3)



		

		Germ Cell Mutagenicity

		:

		The mutagenic potential of the product category ‘other lubricant base oils’ has been extensively studied in a range of "in vivo" and "in vitro" assays. The majority of the studies showed no evidence of mutagenic activity.(3)



		

		Carcinogenicity

		:

		Product contains mineral oils of types shown to be noncarcinogenic in animal skin-painting studies.(3)

Highly refined mineral oils are not classified as carcinogenic by the International Agency for Research on Cancer (IARC monographs: Group 3)(4), ACGIH(5) and EU Directives.(6)



		

		Reproductive and Developmental Toxicity

		:

		Results of developmental and reproductive toxicity studies showed no evidence of developmental or reproductive toxicity in rats.(3)



		

		Specific target organ toxicity - single exposure

		:

		Acute studies do not indicate any specific organ toxicity following single exposure.(3)



		

		Specific target organ toxicity - repeated exposure

		:

		The repeat dose toxicity has been investigated by dermal and inhalation routes for periods between 4 weeks and up to 2 years. No systemic effects showed.(3)



		

		Aspiration Hazard

		:

		Classified as a hydrocarbon with kinetic viscosity ≤ 20.5mm2/s measured at 40°C. To be reagrded as if they cause human aspiration toxicity hazard.



		

		

		

		



		12. ECOLOGICAL INFORMATION



		

		Unless indicated otherwise, the data presented is representative of the main component of a whole product, rather than for individual component(s). Individual components contained above cut-off value is described on Section 3.



		

		Caution for Biotoxicity

		:

		Poorly soluble mixture. May cause physical fouling of aquatic organisms.

The Water Accommodated Fraction (WAF) is applied following tests..



		

		

		Toxicity

		:

		Fish(Fathead minnow, 96h)	LL50>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		Fish(Fathead minnow, 14d)	NOEL>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		Crustacea (Daphnia magna, 48h)	EL50/NOEL>10,000mg/L(3)



		

		

		

		:

		Crustacea (Daphnia magna, 21d)	NOEL>10mg/L(3)



		

		

		

		:

		Algae(Pseudokirchneriella subcapitata)	NOEL>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		In a static 4-day microorganism luminescence inhibition study, no significant luminescence inhibition was observed.(3)



		

		Acute Aquatic Toxicity

		:

		Not expected to be a hazard.



		

		Chronic Aquatic Toxicity

		:

		Not expected to be a hazard.



		

		Persistence/degradability

		:

		Another lubricant base oil was determined to be inherently biodegradable but not readily biodegradable, with a mean degradation of 31% by day 28.



		

		Bioaccumulative Potential

		:

		Not available as highly refined base oil.



		

		Mobility

		:

:

		Generally floats on water.

Lubricating oil components have estimated log Koc >3, indicating these components are likely to be adsorbed onto soil and sediment and are not likely to leach to ground water. 



		

		Hazardous to ozone layer

		:

		Not classified because this product not contained substances listed on Montreal Protocol and Ozone Layer Protection Law.



		

		Other Information

		

		The above information is based on partial information and similar substances. Not complete information has been obtained for highly refined mineral oil.



		

		

		

		

		



		13. DISPOSAL CONSIDERATIONS



		

		Material Disposal

		

		1. Waste disposal yourself or entrust the industrial waste treatment company who obtained the prefectural governor's permission or municipal corporation. Disposal should be in accordance with applicable regional, national, and local laws and regulations.

2. Do not dispose into the environment, in drains or in water courses.

3. For landfill disposal, destroy by fire and confirm cinders agreed to Waste Disposal Law.

4. In event of burning this material, ensure to carryout work in safe place with guards in position, and select a method that would not cause any harm or damage to others during combustion or explosion.



		

		Container Disposal

		:

		Purify and recycle or performs suitable disposal in accordance with the standard of related laws and regulations. Disposal with remove content completely. 



		

		

		

		



		14. TRANSPORT INFORMATION



		

		International Restriction

		

		



		

		

		UN Class, Shipping Name

		:

		Not Dangerous Goods.



		

		

		UN Number

		:

		Not applicable.



		

		

		Other Information

		:

		Data not available.



		

		Domestic Restriction

		:

		Since domestic laws and regulations shown below are applicable, containers and transportation methods shall be required to follow each and every regulation. 



		

		

		Land

		Fire Service Law:

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class X petroleum, Danger grade X



		

		

		

		Container:

		If product classified as dangerous goods, use containers (other than tanker, tank car and tank truck) for transportation usage, shall meet the Clause 2, Notice Attachment 3, concerning dangerous materials.



		

		

		

		Container Display:

		1. Dangerous goods name: Class X petroleum, Danger grade X, Lubricants.

2. Volume

3. No Fires.



		

		

		

		Industrial Safety and Health Law

		(Dangerous goods: Flammable goods)



		

		

		Sea

		:

		Ship Safety Law:  Not Dangerous Goods.



		

		

		Air

		:

		Civil Aeronautics Act:  Not Dangerous Goods.



		

		Specific safety measures and conditions for transportation

		:

		1. Not classified as flammable but will burn."No Fires."

2. Transport remarkably with containers may not cause friction or agitation.

3. Display signage on vehicle and provide with fire fighting equipment, if and when required to transport more than the specified quantity. Total piled height of vehicle shall be less than 3 meters.

4. Consolidation of this material with dangerous goods belonging to the 1st and 6th Classification is prohibited.



		

		

		

		

		



		15. REGULATORY INFORMATION



		

		Domestic Information

		

		



		

		

		Fire Service Law

		:

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class X petroleum, Danger grade X, (water soluble or water insoluble)



		

		

		Industrial Safety and Health Law

		:

		Labeling(Delivery of Documents)



		

		

		Marine Pollution Protection Law

		:

		Waste Oil Regulation.



		

		

		Pollutant Release and Transfer Register (PRTR) Law

		:

		Not applicable



		

		

		Poisonous and Deleterious Substance Control Law

		:

		Not applicable



		

		

		Sewage Control Law

		:

		Mineral Oil Disposal Regulation. (5mg/L)



		

		

		Water Pollution Prevention Law

		:

		Oil Disposal Regulation. (5mg/L) as normal hexane extract.



		

		

		Waste Disposal and Public Cleaning Law

		:

		Industrial Waste Regulation.



		

		



		16. OTHER INFORMATION



		- Subscribe "%" in this document means weight percentage.

[Quotation]

1. Recommendation of Occupational Exposure Limits (2023), Japanese Society of Occupational Health

2. Thresholds limit values for chemical substances and physical agents and biological exposure indices, ACGIH (2023)

3. ECHA (European Chemicals Agency), website "ECHA CHEM", Information on Registered Substances (2011). SDS of EU suppliers (2011)

4. IARC Monographs Programme on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans (2006)

5. ACGIH　documentation (2006)

6. EC Directive 67/548/EEC Annex I, EU CLP Regulation(EC) No.1272/2008 Annex VI Table3.1,Table3.2

[Reference]

- Japanese Standards Association (JSA), JIS Z 7253:2019, JIS Z 7252:2019

- National Institute of Technology and Evaluation (nite), "GHS Information"

- Ministry of Health, Labour and Welfare,  "Label and SDS information for GHS model"



		



		 Safety Data Sheet (SDS) about hazardous chemical is provided for a entrepreneur as reference information for safety handling. Refer to this document and perform suitable handling. Nothing in this document shall reduce the user's responsibility to satisfy itself as to the suitability, accuracy, reliability, and completeness of such information for its particular use. There is no warranty against intellectual property infringement. 

The information contained in this document is based upon data believed to be reliable through our supply chain at the time. So, we could not guarantee all about the contents. This document is based on JIS Z7253:2019, and is not a guarantee of safety. 

Contents of SDS updated periodically. SDS compliance is required as a rule to all business enterprises engaged in transaction of chemicals (including products containing them) with other businesses. Retailer/ Wholesaler must provide newest SDS to customers.
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Safety Data Sheet (SDS)

		Effective Date: November 18, 2016



		1. IDENTIFICATION OF THE SUBSTANCE/PREPARATION AND COMPANY/UNDERTAKING



		

		Product Name

		:

		Highly Refined Mineral Oil



		

		Recommended Use

		:

		XXXXXX(主用途を記載する)



		

		Restricted Use

		:

		Other than those above.



		

		Manufacturer/Supplier

		:

		XXXX Company K.K.



		

		

		Address

		:

		X-XX-XX Shibuya, Shibuya-ku, Tokyo, Japan, 100-1234



		

		

		Division

		:

		Division Name



		

		

		Telephone

		:

		+81-3-XXXX-XXXX



		

		

		Fax

		:

		+81-3-XXXX-XXXX



		

		

		Email

		

		XXX@XXXX.com



		

		

		Product Code

		:

		XXXXXX



		

		

		Emergency Contact

		:

		Division Name	TEL.+81-3-XXXX-XXXX  XXX@XXXX.com



		

		SDS Code

		:

		XXX-XXXXXX



		

		

		



		2. HAZARDS IDENTIFICATION



		

		GHS Classification

		:

		Not Hazardous



		

		GHS Label Elements

		



		

		Symbol(s)

		:

		No symbol



		

		Signal Words

		:

		No signal word



		

		Hazard Statement

		:

		Not classified under GHS criteria.



		

		GHS Precautionary Statements



		

		

		Prevention

		:

		No precautionary phrases.



		

		

		Response

		:

		No precautionary phrases.



		

		

		Storage

		:

		No precautionary phrases.



		

		

		Disposal

		:

		No precautionary phrases.



		

		Other Information

		:

		Please see Section 4 - 8 before use for Prevention/Response/Storage/Disposal.

Used oil may contain harmful impurities.



		

		

		



		3. COMPOSITION/INFORMATION ON INGREDIENTS



		

		Substance or Mixture

		:

		Substance



		

		Chemical Description

		:

		Petroleum hydrocarbon.



		

		Synonyms

		:

		Highly refined mineral oil.



		

		Component Information

		:

		Petroleum hydrocarbon.(Lubricating base oil.) 100%

Highly refined mineral oil contains <3% DMSO-extract, according to IP346.



		

		Chemical Formula

		:

		Not possible to define.



		

		MITI (ENCS) number

		:

		Trade secret



		

		CAS registry number

		:

		Trade secret



		

		Pollutant Release and Transfer Register (PRTR) Law

		:

		Not applicable



		

		Industrial Safety and Health Law

		:

		Labeling(Delivery of Documents): No.168 Mineral oil 100%



		

		Poisonous and Deleterious Substance Control Law

		:

		Not applicable



		

		Classification of components according to GHS

		:

		[Chemical Identity/Hazard Class (category)/Hazard Statement/Conc.]

No hazardous information.



		

		Other information

		:

		Data not available.



		

		

		

		



		4. FIRST AID MEASURES



		

		Inhalation

		:

		Remove casualty to fresh air. Cover with blanket to keep warm and rest in a quiet surrounding. Seek immediate medical advice and attention.



		

		Skin (or hair) Contact

		:

		Wash skin with water and soap.



		

		Eye Contact

		:

		Rinse cautiously with clean water for at least 15 minutes. Seek medical advice and attention.



		

		Ingestion

		:

		Without inducing vomiting, call a doctor for treatment. If mouth has been dirtied, clean with water.



		



		Most important indication of t important immediate and delayed symptoms

		:

		1. If swallowed, diarrhea and vomiting may occur.

2. Eye contact may cause irritation.

3. Skin contact may cause irritation.

4. Inhalation of mist may cause feeling ill.



		

		Protection of individuals who partake in emergency

		:

		Data not available.



		

		Special notes to doctor

		:

		Data not available.



		

		

		

		



		5. FIRE FIGHTING MEASURES



		

		Suitable Extinguishing Media

		:

		1. Concentrated strong liquid in mist and powder forms, carbon dioxide and foam.

2. Use powder and carbon dioxide may be used small fires only.

3. Effective to use foam to shutdown the air in a large fires.



		

		Unsuitable Extinguishing Media

		:

		Do not use water in a jet.



		

		Specific Hazards Arising in Fire

		:

		Data not available.



		

		Fire fighting instructions

		:

		1. Cut off combustion source to fire.

2. Water the surrounding equipment to cool them down.

3. Cordon off the affected place and its vicinity to all, except the concerned parties.



		

		Protective Equipment & Precautions for Fighters

		:

		Ensure to wear protective equipment and approach from windward.



		

		

		

		



		6. ACCIDENTAL RELEASE MEASURES



		

		Personal Precautions, Protective Equipment and Emergency Procedures

		:

		Prepare suitable equipment and materials.



		

		Environmental Precautions

		:

		1. Prevent from spreading or entering drains, ditches or rivers.

2. In event of entering in the sea, use chemicals and/or detergents, they must satisfy technical standards as set by the Ministry of Land, Infrastructure and Transport / Ministry of the Environment.



		

		Methods and Material for

Containment and Clean

Up

		:

		1. Promptly remove all ignition sources and stop leakages.

2. In a small leakage, absorb by use of sand or waste clothes and recover by waste clothes.

3. In a large leakage, cordon off the danger zone, prevent from entering and enclose it with sand bank and stop outflow. Cover liquid surface with foam, and recover liquid into containers.

4. In event of entering in the sea, extend oil fences to prevent from spreading, and sop up with absorbent materials. Use chemicals and/or detergents, they must satisfy technical standards as set by the Ministry of Land, Infrastructure and Transport / Ministry of the Environment.



		

		Secondary Disaster Prevention

		:

		1. In a leakage, promptly contact local authorities for the purpose of preventing accidents and spreading.

2. Promptly remove all ignition sources.



		

		

		

		



		7. HANDLING AND STORAGE



		

		HANDLING

		

		



		

		

		Technical Measures

		:

		1. In handling this material over the allocated volume, ensure approval to meet requires of the laws.

2. Keep away from heat, sparks, open flames, hot objects. No smoking.

3. Take measures against static discharge. Ensure to wear clothing and shoes made of conductive materials.

4. When fixing or processing machine, it carries out after removing dangerous objects completely.

5. NEVER suck up (siphoning) this material by mouth.

6. Wear suitable protect equipment if skin or eye contact may cause.

7. If mist occured, avoid inhalation by using breathing device.

8. Seal containers hermetically.



		

		

		Other Precautions

		:

		Petroleum vapour is heavier than air and tends to stay. Attention to ventilation and fire.



		

		

		Precautions for Safe Handling 

		:

		1. Use under normal temperature. Prevent from mixing water and impurity.

2. Avoid contact with halogens, strong acids, alkali and oxidizing materials.



		

		STRAGE

		

		



		

		

		Conditions for Safe Storage

		:

		1. Keep containers tightly closed and in a cool, well-ventilated place away from direct sunlight.

2. Store tightly closed after use to prevent from dust and moisture entering. It is recommended to lock up storage area.

3. Use properly labelled and closeable containers.

4. Avoid heat, sparks, open flame and static accumulation.



		

		

		Technical Measures

		:

		All electrical appliances shall be explosion-proof types, and they all must be earthed.



		

		

		Precautions for Safe Stroage

		:

		Avoid contact and storage in same place with halogens, strong acids, alkali and oxidizing materials.



		

		

		Recommended Materials

		:

		1. Storage in original containers. Do not pressurize empty containers. May cause rupture.

2. Do not weld, heat up, drill or cut containers. May ignite the residue and cause explosion.



		

		

		

		

		



		8. EXPOSURE CONTROLS/PERSONAL PROTECTION



		

		Equipment

		:

		1. Seal or install ventilations for mist occurs.

2. Install eye shower and body shower near working site.



		

		Standard Concentration Control

		:

		Not specified



		

		OSHA, Permissible Exposure Limits (PEL)

		:

		5mg/m3 (Oil mist, mineral)



		

		Occupational Exposure Limits

		:

		Japan Society for Occupational Health(2023)(1)	3mg/m3 (Oil mist, mineral)

ACGIH(2023) TWA[Inhalable fraction.](2)	5mg/m3 (Oil mist, mineral)



		

		Protective Equipment

		:

		Skin protection not ordinarily required beyond standard issue work clothes.



		

		

		Respiratory Protection

		:

		No respiratory protection is ordinarily required under normal conditions of use. Use appropriate equipment in response to the circumstances.



		

		

		Hand Protection

		:

		Use oil-proof protective hand gloves under prolonged or repeated skin contact.



		

		

		Eye Protection

		:

		Wear safety glasses or full face shield if splashes are likely to occur.



		

		

		Skin and Body Protection

		:

		Use oil-proof/long sleeved clothing under prolonged usage.



		

		Appropriate Sanitary Measures:

		:

		Remove immediately all contaminated clothing. Contaminated clothing must be laundered before reuse.



		

		

		

		



		9. PHYSICAL AND CHEMICAL PROPERTIES



		

		Physical state

		:

		Liquid.



		

		Colour

		:

		Light yellow.



		

		Odour

		:

		Characteristic mineral oil



		

		Melting point/freezing point

		:

		Pour point: -15°C



		

		Initial boiling point and boiling range

		:

		Data not available.



		

		Flammability

		:

		Not classified as flammable but will burn.



		

		Upper / lower Flammability or Explosion limits

		:

		Typical 1 - 7 %(V) (estimated)



		

		Flash point

		:

		275°C (COC) or ≥200°C (COC)



		

		Auto-ignition temperature

		:

		Data not available.



		

		Decomposition Temperature

		:

		Data not available.



		

		pH

		:

		Not applicable.



		

		Kinetic Viscosity

		:

		46.0mm2/s (40°C)



		

		Solubility

		:

		Water: Negligible.



		

		n-octanol/water partition coefficient (log Pow)

		:

		Data not available.



		

		Vapour pressure

		:

		Data not available.



		

		Density

		:

		Approx. 0.88g/cm3 (15°C)



		

		Relative gas density

		:

		Data not available.



		

		Particle characteristics

		:

		Data not available.



		

		Other data

		:

		Data not available.



		

		

		



		10. STABILITY AND REACTIVITY



		

		Hazardous Reactivity

		:

		Avoid contact with strong oxidizing agent.



		

		Chemical Stability

		:

		Stable under normal condition.



		

		Possibility of hazardous reactions

		:

		Data not available.



		

		Conditions to Avoid

		:

		Avoid contact with halogens, strong acids, alkalis, and oxidizing materials.



		

		Incompatible Materials

		:

		Data not available.



		

		Hazardous Decomposition Products

		:

		May generates smoke with carbon monoxide etc. during combustion.



		

		

		

		



		11. TOXICOLOGICAL INFORMATION



		

		Unless indicated otherwise, the data presented is representative of the main component of a whole product, rather than for individual component(s). Individual components contained above cut-off value is described on Section 3.



		

		Acute Toxicity

		:

		1. Oral	LD50>5000mg/kg , Rat(3)

2. Dermal	LD50>5000mg/kg , Rat(3)

3. Inhalation(Vapour)	Data not available

4. Inhalation(Mist)	LC50>5mg/l , 4h, Rat(3)



		

		Skin Corrosion/Irritation

		:

		Not classified as a skin irritation (rabbit test). There are no result on some skin irritation tests with rabbits.(3) Prolonged/repeated contact may cause defatting of the skin which can lead to dermatitis.



		

		Serious Eye Damage/Irritation

		:

		Not classified as an eye irritation (rabbit test). There are no result on some eye irritation tests with rabbits.(3)



		

		Respiratory or Skin Sensitisation

		:

		No data available concerning respiratory sensitisation.

Not classified as a skin sensitisation (Buehler test; guinea pig).(3)



		

		Germ Cell Mutagenicity

		:

		The mutagenic potential of the product category ‘other lubricant base oils’ has been extensively studied in a range of "in vivo" and "in vitro" assays. The majority of the studies showed no evidence of mutagenic activity.(3)



		

		Carcinogenicity

		:

		Product contains mineral oils of types shown to be noncarcinogenic in animal skin-painting studies.(3)

Highly refined mineral oils are not classified as carcinogenic by the International Agency for Research on Cancer (IARC monographs: Group 3)(4), ACGIH(5) and EU Directives.(6)



		

		Reproductive and Developmental Toxicity

		:

		Results of developmental and reproductive toxicity studies showed no evidence of developmental or reproductive toxicity in rats.(3)



		

		Specific target organ toxicity - single exposure

		:

		Acute studies do not indicate any specific organ toxicity following single exposure.(3)



		

		Specific target organ toxicity - repeated exposure

		:

		The repeat dose toxicity has been investigated by dermal and inhalation routes for periods between 4 weeks and up to 2 years. No systemic effects showed.(3)



		

		Aspiration Hazard

		:

		Not classified as a hydrocarbon with kinetic viscosity ≤ 20.5mm2/s measured at 40°C. Not considered an aspiration hazard.



		

		

		

		



		12. ECOLOGICAL INFORMATION



		

		Unless indicated otherwise, the data presented is representative of the main component of a whole product, rather than for individual component(s). Individual components contained above cut-off value is described on Section 3.



		

		Caution for Biotoxicity

		:

		Poorly soluble mixture. May cause physical fouling of aquatic organisms.

The Water Accommodated Fraction (WAF) is applied following tests..



		

		

		Toxicity

		:

		Fish(Fathead minnow, 96h)	LL50>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		Fish(Fathead minnow, 14d)	NOEL>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		Crustacea (Daphnia magna, 48h)	EL50/NOEL>10,000mg/L(3)



		

		

		

		:

		Crustacea (Daphnia magna, 21d)	NOEL>10mg/L(3)



		

		

		

		:

		Algae(Pseudokirchneriella subcapitata)	NOEL>100mg/L(3)



		

		

		

		:

		In a static 4-day microorganism luminescence inhibition study, no significant luminescence inhibition was observed.(3)



		

		Acute Aquatic Toxicity

		:

		Not expected to be a hazard.



		

		Chronic Aquatic Toxicity

		:

		Not expected to be a hazard.



		

		Persistence/degradability

		:

		Another lubricant base oil was determined to be inherently biodegradable but not readily biodegradable, with a mean degradation of 31% by day 28.



		

		Bioaccumulative Potential

		:

		Not available as highly refined base oil.



		

		Mobility

		:

:

		Generally floats on water.

Lubricating oil components have estimated log Koc >3, indicating these components are likely to be adsorbed onto soil and sediment and are not likely to leach to ground water. 



		

		Hazardous to ozone layer

		:

		Not classified because this product not contained substances listed on Montreal Protocol and Ozone Layer Protection Law.



		

		Other Information

		

		The above information is based on partial information and similar substances. Not complete information has been obtained for highly refined mineral oil.



		

		

		

		

		



		13. DISPOSAL CONSIDERATIONS



		

		Material Disposal

		

		1. Waste disposal yourself or entrust the industrial waste treatment company who obtained the prefectural governor's permission or municipal corporation. Disposal should be in accordance with applicable regional, national, and local laws and regulations.

2. Do not dispose into the environment, in drains or in water courses.

3. For landfill disposal, destroy by fire and confirm cinders agreed to Waste Disposal Law.

4. In event of burning this material, ensure to carryout work in safe place with guards in position, and select a method that would not cause any harm or damage to others during combustion or explosion.



		

		Container Disposal

		:

		Purify and recycle or performs suitable disposal in accordance with the standard of related laws and regulations. Disposal with remove content completely. 



		

		

		

		



		14. TRANSPORT INFORMATION



		

		International Restriction

		

		



		

		

		UN Class, Shipping Name

		:

		Not Dangerous Goods.



		

		

		UN Number

		:

		Not applicable.



		

		

		Other Information

		:

		Data not available.



		

		Domestic Restriction

		:

		Since domestic laws and regulations shown below are applicable, containers and transportation methods shall be required to follow each and every regulation. 



		

		

		Land

		Fire Service Law:

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class X petroleum, Danger grade X



		

		

		

		Container:

		If product classified as dangerous goods, use containers (other than tanker, tank car and tank truck) for transportation usage, shall meet the Clause 2, Notice Attachment 3, concerning dangerous materials.



		

		

		

		Container Display:

		1. Dangerous goods name: Class X petroleum, Danger grade X, Lubricants.

2. Volume

3. No Fires.



		

		

		

		Industrial Safety and Health Law

		(Dangerous goods: Flammable goods)



		

		

		Sea

		:

		Ship Safety Law:  Not Dangerous Goods.



		

		

		Air

		:

		Civil Aeronautics Act:  Not Dangerous Goods.



		

		Specific safety measures and conditions for transportation

		:

		1. Not classified as flammable but will burn."No Fires."

2. Transport remarkably with containers may not cause friction or agitation.

3. Display signage on vehicle and provide with fire fighting equipment, if and when required to transport more than the specified quantity. Total piled height of vehicle shall be less than 3 meters.

4. Consolidation of this material with dangerous goods belonging to the 1st and 6th Classification is prohibited.



		

		

		

		

		



		15. REGULATORY INFORMATION



		

		Domestic Information

		

		



		

		

		Fire Service Law

		:

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class X petroleum, Danger grade X, (water soluble or water insoluble)



		

		

		Industrial Safety and Health Law

		:

		Labeling(Delivery of Documents)



		

		

		Marine Pollution Protection Law

		:

		Waste Oil Regulation.



		

		

		Pollutant Release and Transfer Register (PRTR) Law

		:

		Not applicable



		

		

		Poisonous and Deleterious Substance Control Law

		:

		Not applicable



		

		

		Sewage Control Law

		:

		Mineral Oil Disposal Regulation. (5mg/L)



		

		

		Water Pollution Prevention Law

		:

		Oil Disposal Regulation. (5mg/L) as normal hexane extract.



		

		

		Waste Disposal and Public Cleaning Law

		:

		Industrial Waste Regulation.



		

		



		16. OTHER INFORMATION



		- Subscribe "%" in this document means weight percentage.

[Quotation]

1. Recommendation of Occupational Exposure Limits (2023), Japanese Society of Occupational Health

2. Thresholds limit values for chemical substances and physical agents and biological exposure indices, ACGIH (2023)

3. ECHA (European Chemicals Agency), website "ECHA CHEM", Information on Registered Substances (2011). SDS of EU suppliers (2011)

4. IARC Monographs Programme on the Evaluation of Carcinogenic Risk to Humans (2006)

5. ACGIH　documentation (2006)

6. EC Directive 67/548/EEC Annex I, EU CLP Regulation(EC) No.1272/2008 Annex VI Table3.1,Table3.2

[Reference]

- Japanese Standards Association (JSA), JIS Z 7253:2019, JIS Z 7252:2019

- National Institute of Technology and Evaluation (nite), "GHS Information"

- Ministry of Health, Labour and Welfare,  "Label and SDS information for GHS model"



		



		 Safety Data Sheet (SDS) about hazardous chemical is provided for a entrepreneur as reference information for safety handling. Refer to this document and perform suitable handling. Nothing in this document shall reduce the user's responsibility to satisfy itself as to the suitability, accuracy, reliability, and completeness of such information for its particular use. There is no warranty against intellectual property infringement. 

The information contained in this document is based upon data believed to be reliable through our supply chain at the time. So, we could not guarantee all about the contents. This document is based on JIS Z7253:2019, and is not a guarantee of safety. 

Contents of SDS updated periodically. SDS compliance is required as a rule to all business enterprises engaged in transaction of chemicals (including products containing them) with other businesses. Retailer/ Wholesaler must provide newest SDS to customers.
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1．GHSラベルモデル案  －高度精製基油（粘度@40℃≦20.5mm2/s）



主成分・用途を記載しても良い



化学品の名称

製品名または一般名称



		高度精製基油（粘度@40℃≦20.5mm2/s）

鉱油法令によって表示が求められる成分情報を記載する。（労安法表示対象物、毒劇法は必須。ただし労安法表示対象物は混合物の場合は記載不要である）

PRTR法対象物質(努力義務)や、法令で定められていない場合でも、GHS危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分、取扱者に危険有害と判断される成分は、記載しても良い。

国連番号等が付与される場合は記載することが望ましいまたは一般名称







		≪GHS危険有害性情報≫[image: ]



注意喚起語



  危険 絵表示（シンボル）

1cm角以上であること

コードは記載しなくてもよい



危険有害性情報

Hコードを追記しても良い



	飲み込んで気道に侵入すると生命に危険のおそれ 

GHS危険有害情報とPL警告表示とを記載する。GHS危険有害性情報とPL警告表示を分けて記載しても良い。

（参考：日本化学工業協会発行　GHS対応ガイドライン）







取扱い上の注意 

【安全対策】

・使用前にカタログ、SDSを入手し、全ての安全情報を読み理解するまで取り扱わないでください。

・取り扱う際は保護具を使用してください。

【応急措置】	注意書き

Pコードを追記しても良い



・飲み込んだ場合：直ちに医師に連絡すること。

・無理に吐かせないこと。

・飲み込むと下痢・嘔吐を起こすことがあります

・目に入ると炎症を起こすことがあります。目に入った場合は、清浄な水で最低15分間洗浄し、

医師の手当てを受けてください。

・皮膚に触れると炎症を起こすことがあります。皮膚に付着した場合は、水と石鹸で充分に洗って

ください。

【保管】	

・直射日光を避け、換気の良い場所に保管してください。

・ゴミ、水分などの混入防止のため使用後は密栓して保管してください。可能であれば施錠して

保管してください。

【廃棄】

・内容物/容器を国際/国/都道府県/市町村の規則に従って廃棄すること。

具体的には、都道府県知事等の許可を受けた専門の廃棄物処理業者に業務委託すること。 水溶性／非水溶性の区別を明記する。（第4石油類は記載不要。）



・不明な場合は購入先にご相談の上処理してください。





		消防法 危険物 第4類 第3石油類（非水溶性） 危険等級Ⅲ      火気厳禁 

消防法危険物の場合は必ず「火気厳禁」を表示する





		≪供給者≫	＊＊＊＊石油株式会社

	東京都千代田区区または市町村まで表示する。より詳細に記載しても良い



	TEL.03-9999-9999





電話番号は必ず記載する。FAX番号、メールアドレス等を記載してもよい

内容量、ロットNo.等を追記しても構わない




2．GHSラベルモデル案  －高度精製基油（粘度@40℃＞20.5mm2/s）一般的な基油の例。



GHS分類情報を尊重しつつ、PL警告上不可欠な文言を各社の判断で記載する。特に金属加工油や特殊な添加剤を使用している場合は注意。（なお、すでにGHS危険有害性情報に同様の記載があるものは各社判断で省略してよい）





主成分・用途を記載してもよい



消防法危険物の場合は必ず「火気厳禁」を表示する

化学品の名称

製品名または一般名称



		高度精製基油（粘度@40℃＞20.5mm2/s）法令によって表示が求められる成分情報を記載する。（労安法表示対象物、毒劇法は必須。ただし労安法表示対象物は混合物の場合は記載不要である）

PRTR法対象物質(努力義務)や、法令で定められていない場合でも、GHS危険有害性クラスのカットオフ値（濃度限界）を超える成分、取扱者に危険有害と判断される成分は、記載しても良い。

国連番号等が付与される場合は記載することが望ましい





鉱油





		≪GHS危険有害性情報≫

分類基準には該当しないGHS分類基準に該当しないことを明記する。



以下はPL警告表示の内容。

本案は、GHS危険有害情報とPL警告表示とを分けずに記載している。GHS危険有害性情報とPL警告表示を分けて記載しても良い。





		

取扱い上の注意 



【安全対策】

・使用前にカタログ、SDSを入手し、全ての安全情報を読み理解するまで取り扱わないでください。

・取り扱う際は保護具を使用してください。

【応急措置】注意書き

Pコードを追記しても良い



・飲み込んだ場合：直ちに医師に連絡すること。

・無理に吐かせないこと。

・飲み込むと下痢・嘔吐を起こすことがあります

・目に入ると炎症を起こすことがあります。目に入った場合は、清浄な水で最低15分間洗浄し、医師の手当てを受けてください。

・皮膚に触れると炎症を起こすことがあります。皮膚に付着した場合は、水と石鹸で充分に洗ってください。

【保管】

・直射日光を避け、換気の良い場所に保管してください。

・ゴミ、水分などの混入防止のため使用後は密栓して保管してください。 

【廃棄】

・内容物/容器を国際/国/都道府県/市町村の規則に従って廃棄すること。

具体的には、都道府県知事等の許可を受けた専門の廃棄物処理業者に業務委託すること。 

・不明な場合は購入先にご相談の上処理してください。水溶性／非水溶性の区別を明記する。（第4石油類は記載不要。）



 



		消防法 危険物 第4類 第4石油類 危険等級Ⅲ     火気厳禁 





		≪供給者≫	＊＊＊＊石油株式会社区または市町村まで表示する。より詳細に記載しても良い



	東京都千代田区

	TEL.03-9999-9999





電話番号は必ず記載する。FAX番号、メールアドレス等を記載してもよい



内容量、ロットNo.等を追記しても構わない



一般的な基油の例。



GHS分類情報を尊重しつつ、PL警告上不可欠な文言を各社の判断で記載する。特に金属加工油や特殊な添加剤を使用している場合は注意。（なお、すでにGHS危険有害性情報に同様の記載があるものは各社判断で省略してよい）
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ラベル雛型（高度精 製基油）-(JALOS修正版2024)_EN.docx


ラベル雛型（高度精製基油）-(JALOS修正版2024)_EN.docx
		Highly refined mineral oil (Kinetic viscosity ≦20.5mm2/s)

Mineral oil



		Recommended Use: ****************

		UN Number: ****



		GHS Hazardous Information



		Signal Words

		Danger



		Symbol

		[image: ]



		Hazard Statement

		May be fatal if swallowed and enters airways





		Precautionary Statements



		Prevention

		Obtain leaflet and SDS before use. Do not handle until all safety information have been read and understood.

Wear appropriate protection duaring the handling.



		Response

		IF SWALLOWED: Immediately call a POISON CENTER/doctor/physician.

IF SWALLOWED: Do NOT induce vomiting.

Ingestion may cause diarrhoea and nausea.

IF IN EYES: Rinse cautiously with clean water. After rinsing for a minimum of 15 minutes, seek medical advice and attention. Eye contact may cause irritation.

IF ON SKIN: Wash skin with large amount of water using soap. Skin contact may cause irritation.



		Storage

		Protect from sunlight. Store in a well-ventilated place.

Keep container tightly closed to prevent contamination.

Store locked up.



		Disposal

		Dispose of contents/container to appropriate waste site or reclaimer in accordance with local and national regulations.



		Fire Service Law

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class 3 petroleum (water insoluble), Danger grade III

NO FIRES !!



		[Supplier Information]

***************

***************

***************










		Highly refined mineral oil (Kinetic viscosity >20.5mm2/s)

Mineral oil



		Recommended Use: ****************

		UN Number: ****



		GHS Hazardous Information



		Signal Words

		No signal word



		Symbol

		No symbol



		Hazard Statement

		Not classified under GHS criteria.





		Precautionary Statements



		Prevention

		Obtain leaflet and SDS before use. Do not handle until all safety information have been read and understood.

Wear appropriate protection duaring the handling.



		Response

		IF SWALLOWED: Immediately call a POISON CENTER/doctor/physician.

IF SWALLOWED: Do NOT induce vomiting.

Ingestion may cause diarrhoea and nausea.

IF IN EYES: Rinse cautiously with clean water. After rinsing for a minimum of 15 minutes, seek medical advice and attention. Eye contact may cause irritation.

IF ON SKIN: Wash skin with large amount of water using soap. Skin contact may cause irritation.



		Storage

		Protect from sunlight. Store in a well-ventilated place.

Keep container tightly closed to prevent contamination.



		Disposal

		Dispose of contents/container to appropriate waste site or reclaimer in accordance with local and national regulations.



		Fire Service Law

		Dangerous goods. Group 4 (flammable liquid), Class 4 petroleum, Danger grade III

NO FIRES !!



		[Supplier Information]

***************

***************

***************
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BHT(CASナンバー128-37-0)の危険有害性について(v.2)













































平成29年度 石油環境対策基盤等整備事業(潤滑油環境対策事業)

潤滑油安全推進分科会 編



2017年11月14日




１．はじめに

本分科会では平成28年度の活動として潤滑油事業者等の実態調査により、潤滑油サプライチェーンにおける潤滑油製品含有化学物質の情報伝達に関する問題点を明らかにするとともに、関連する情報について調査した。その結果、各潤滑油事業者の化学物質管理の水準はさまざまであり、さらに潤滑油業界全体の化学物質管理を向上させるために、以下の事項について取り組む必要があるとの提言を行った。

		(1)	化学物質の危険有害性サイトに関する情報の提供、混合物の危険有害性の取扱いに関する情報提供など、潤滑油業界全体として適切なSDSを作成するための共通の添加剤のGHS分類に対する指針の共有、およびQ&A集などによる情報提供



		(2) 製品販売先需要家からの要望、問い合わせに対する回答、Q&A集などによる情報提供



		(3) 海外の化学物質最新法規制情報等の入手







本資料では、適切なSDSを作成することを目的とした潤滑油業界全体としての情報共有について、特に(1)について取りまとめた資料である。ここでは酸化防止剤として潤滑油製品に広く使用されているBHT(Dibutyl hydroxytoluene:ジブチルヒドロキシトルエン)を対象として各種の危険有害性情報を提供し、各社においてより正しい情報を把握していただければ幸いである。

		① 同一化学物質であっても国地域あるいはサプライヤによって適用されるGHS分類(危険有害性情報)は様々であることを理解すること。

② GHS分類(危険有害性情報)の公表状況を把握し、各社が広い範囲から情報を入手できること。

③ GHSは国連勧告であるが、実際には各国法規に沿って展開されており、国地域によってその内容に大きな差異があるのが実態である。この状況を理解し各社がGHS分類(危険有害性情報)に関するポリシーを決め、最終製品に対しより妥当な原材料情報を反映させること。

(※諸外国のカットオフ値・GHS分類(ビルディングブロック)の差異なども理解すること)









２．本物質に関する基本情報

		物質名

		２,６-ジ-tert-ブチル-4-メチルフェノール



		別名

		２,６-ジ-t-ブチル-4-クレゾール

２,６-ジ-t-ブチル-p-クレゾール

2,6-ビス(1,1-ジメチルエチル)-4-メチルフェノール

4-ヒドロキシ-3,5-ジ-t-ブチルトルエン

Dibutyl hydroxytoluene(ジブチルヒドロキシトルエン)

BHT(Butylated hydroxytoluene)



		分子式

		C15H24O



		分子量

		220.35



		CASナンバー

		128-37-0



		構造式

		[image: ]



		主な用途

(OECD(2002))

		主たる用途：プラスチック・合成ゴム等の酸化防止剤

その他：燃料・潤滑油、食品・医薬品・化粧品、飼料、印刷用インク酸化防止剤



		製造量

		約62,000トン(2000年) (OECD(2002)情報)









３．本物質の危険有害性に関する各種スクリーニング評価書の入手先

OECD(2002)による報告では、本物質は各種酸化防止剤として世界的に広く使用されている。

したがってすでに各国機関で幅広いスクリーニング評価が実施されており、ここではその入手先をまとめることとする。

		OECD:初期評価書(SIDS, 2002)

		http://www.inchem.org/documents/sids/sids/128370.pdf (原典)

http://jetoc.or.jp/safe/doc/J128-37-0.pdf (JETOC簡易翻訳版)



		国際化学物質安全性カード(ICSC 0841, 1999)

		http://www.nihs.go.jp/ICSC/icssj-c/icss0841c.html (国立医薬品食品衛生研究所:NIHS版)



		日本(環境省) リスク評価第6巻(2008)

		https://www.env.go.jp/chemi/report/h19-03/pdf/chpt1/1-2-2-11.pdf



		米国(国立労働安全衛生研究所 NIOSH) 化学物質毒性データ総覧(RTECS, 2014)

		https://www.cdc.gov/niosh-rtecs/go7829b8.html



		米国(環境保護庁 EPA) 報告書 (2005)

		https://www.epa.gov/sites/production/files/2015-04/documents/bhtbha.pdf



		欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報 (2017)

		https://echa.europa.eu/registration-dossier/-/registered-dossier/15975



		ドイツ学術振興会(DFG)評価書 (DFGOT vol.23, 2007)

		http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/3527600418.mb12837e0023/pdf



		フランス食品環境労働衛生安全庁(ANSES)評価書 (RMOA, 2016)

		http://www.consultations-publiques.developpement-durable.gouv.fr/IMG/pdf/RMOA_BHT_public.pdf



		※以下は一部の危険有害性情報のみ



		日本(経済産業省) 優先評価化学物質のリスク評価(一次) (生態評価のみ)

		http://www.meti.go.jp/committee/summary/0003776/pdf/h27_01_02_02.pdf



		国際がん研究機関(IARC) モノグラフ Vol.40 (1986) (発がん性のみ)

		http://monographs.iarc.fr/ENG/Monographs/vol1-42/mono40.pdf









４．本物質の各種GHS分類に関する分類情報の入手先

化学物質のGHS分類を公式に公表している国や機関は少なく、現状のところ日本と欧州におけるものが中心となっている。以下に入手先URLをまとめるが、物質名やCASナンバー等で検索することができるので各社の参考にされたい。

		日本(厚生労働省) 職場のあんぜんサイト

		http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/GHS_MSD_FND.aspx



		日本(製品評価技術基盤機構 NITE) GHS関連情報

		http://www.safe.nite.go.jp/ghs/ghs_index.html



		欧州(化学品庁) CLP届出情報

		https://echa.europa.eu/web/guest/information-on-chemicals/cl-inventory-database (「CL Inventory」から情報入力)



		欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報

		https://echa.europa.eu/information-on-chemicals/registered-substances (検索結果を開き「Classification & Labelling & PBT assessment」を参照)







本物質に関するGHS分類情報について以下に直接入手できるURLをまとめる。

		日本(厚生労働省) 職場のあんぜんサイト 

		http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/gmsds/0784.html (2006)

http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen/gmsds/128-37-0.html (2014)



		日本(製品評価技術基盤機構 NITE) GHS分類結果

		http://www.safe.nite.go.jp/ghs/06-imcg-0776.html (2006)

http://www.safe.nite.go.jp/ghs/13-mhlw-2034.html (2013)



		欧州(化学品庁) CLP届出情報 (2017)

		https://echa.europa.eu/information-on-chemicals/cl-inventory-database/-/discli/details/24787



		欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報 (2017)

		https://echa.europa.eu/registration-dossier/-/registered-dossier/15975/2/1





日本において公表されている「職場のあんぜんサイト」と「NITE GHS分類結果」は出典元(調査元)が同一であり同一分類の内容となっている。

「欧州(化学品庁) CLP届出情報」(Summary of Classification and Labelling: Notified classification and labelling)では、欧州域内で本物質を製造輸入する事業者がCLP規則に基づき届け出た危険有害性情報(GHS分類)が84種類(2017年11月現在)掲載されており、本物質について様々な情報が存在していることを示している。なお「Number of Notifiers」を参照することによって、本物質の危険有害性情報(GHS分類)の届出数を参照することができる。また「Joint Entries」にチェックが入っているものは、REACH本登録情報のうちSIEF(物質情報交換フォーラム)などによりjoint submission(共同提出)されたlead dossier(先導登録文書一式)に記載された情報であることを示しており、「欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報」と基本的に同一内容である。





５．GHS分類の傾向について

４章で公表されている主なGHS分類結果は以下の通り。

		

		日本(2006)

		日本(2013)

		欧州(*)



		絵表示(ピクトグラム)

		[image: 789]

		[image: 78]

		[image: 8]



		注意喚起語

		危険

		危険

		警告



		急性毒性(経口)

		区分4

		―

		―



		眼に対する損傷性・刺激性

		区分2B

		区分2B

		―



		皮膚感作性

		区分1

		―

		―



		生殖毒性

		―

		区分2

		―



		特定標的臓器毒性(単回ばく露)

		区分1(神経系)

		区分1(神経系)

		―



		特定標的臓器毒性(反復ばく露)

		区分2(肺,肝臓,甲状腺)

		区分2(肺,肝臓)

		―



		水生環境有害性(急性)

		区分1

		区分1

		区分1



		水生環境有害性(長期間)

		区分1

		区分1

		区分1





(*)欧州におけるGHS分類情報は、CLP/REACHでの「joint submission」(共同提出)情報である

(注意)「急性毒性 区分5」など現在の基準で区分外のものは削除した

(注意)上記に記載のない危険有害性は「区分外」または「分類できない」



「欧州(化学品庁) CLP届出情報」で届けられている内容を確認すると、欧州域内でのGHS分類の傾向は以下の通りとなる。当然のことではあるが日本でのGHS分類情報は少数となっている。

		順位

		GHS分類

		届出数

		備考



		１

		水性環境有害性(長期間) 区分1

(水性環境有害性(急性) 区分1を含む)

		3516

		REACH

共同提出情報



		２

		水性環境有害性(長期間) 区分4

		238

		



		３

		区分外(分類できないを含む)

		187

		



		―

		急性毒性(経口) 区分4

生殖毒性 区分2

皮膚感作性 区分1

特定標的臓器毒性(単回ばく露) 区分1

特定標的臓器毒性(反復ばく露) 区分2

(水性環境有害性(急性) 区分1を含む)

水性環境有害性(長期間) 区分1

		29

		日本(2006)



		―

		眼刺激性 区分2

生殖毒性 区分2

特定標的臓器毒性(単回ばく露) 区分1

特定標的臓器毒性(反復ばく露) 区分2

(水性環境有害性(急性) 区分1を含む)

水性環境有害性(長期間) 区分1

		4

		日本(2013)









６．危険有害性(GHS分類)に関する考察

前述の通り本物質の危険有害性情報(GHS分類)については様々な情報があるが、ここでは日本と欧州における情報の妥当性について情報提供したい。特にここでは日欧でGHS分類に差異があるものについて確認を行うが、日欧共に「区分外」または「分類できない」とされているものについては今回は取り上げないこととする。(本来はすべてのGHS分類について各種引用文献を確認し、妥当性を検討すべきである)

なお急性毒性(経口)、皮膚感作性については、日本(2013)におけるGHS分類公表結果で区分外／分類できないと修正されており、ここでは特に取り上げないこととした。



６－１．眼刺激性

日本(2006,2013共に)では区分2Bの根拠として以下の記載がある。

		ウサギを用いたドレイズ試験において、本物質100 mgを適用24時間後で、結膜に軽度の炎症が6/6例にみられたが、72時間後には完全に回復した(SIDS(2002))との記載より区分2Bとした。





SIDS(2002)にはConclusion(まとめ)として「BHT was slightly irritating to the eye of rabbits.」(BHTはウサギにおいて眼へのわずかな刺激性がある)とまとめられており、一見すると眼刺激性があるものと考えられる。しかしながらここで重要なのは「わずかな刺激性」がGHS分類根拠に該当するかである。

JIS Z7252:2014における「眼刺激性 区分2B」の分類根拠は以下の通り。

		試験動物3 匹中少なくとも2 匹で，試験物質滴下後24 時間，48 時間及び72 時間における評価の平均スコア計算値が，

・角膜混濁 ≧ 1 及び／又は

・こう（虹）彩炎 ≧ 1 及び／又は

・結膜発赤 ≧ 2 及び／又は

・結膜浮腫 ≧ 2

で，陽性反応が得られ，かつ，眼に対する刺激性作用が7 日間の観察期間内に完全に可逆的である場合





SIDS(2002)の引用文献は(Bomhard 1996)で、Bomhard, E.らによるJ. Am. Coll. Toxicol. Vol. 15, Suppl. 1, S72(1996)が原典である。原典そのものを確認することはできなかったが、欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報(2017)に掲載されている本文献記載所法では、眼に対する刺激作用の結果として以下の通り記載されている。

		試験内容

		ドレイズテスト試験結果(OECD TGではない、信頼性スコア2)



		角膜混濁

		平均スコア=0(24h, 48h, 72h) (ただし最大スコア=4)



		こう(虹)彩炎

		平均スコア=0(24h, 48h, 72h) (ただし最大スコア=2)



		結膜発赤

		平均スコア=0.5(24h, 48h, 72h) (72時間以内に完全回復)(ただし最大スコア=3)



		結膜浮腫

		平均スコア=0.1(24h, 48h, 72h) (48時間以内に完全回復)(ただし最大スコア=4)





上記スコアをGHS分類基準に当てはめると「区分外」である。日本(2006,2013共に)におけるGHS分類は、引用文献の原典を詳細に参照することなく「slightly irritating(わずかな刺激がある)」のみを根拠としていると考えられ、充分なドレイズスコアの検証を怠っていることが推測される。(同様の分類根拠はその他物質でも多く見られる)

また欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報(2017)では、同じアルキルフェノール類である「4,4'-メチレンビス(2,6-ジ-tert-ブチルフェノール) (CASナンバー118-82-1)」についてリードアクロス(read-across)データとして検証しており、OECD TG 405に基づくドレイズ試験結果で陰性(平均スコア、最大スコア共に0)となっていることを追記しておく。



６－２．生殖毒性

日本(2013)では区分2の根拠として以下の記載がある。

		…したがって、本物質は発生毒性を生じないと考えられた。生殖能に対する影響については、ラットで認められたもののマウスでは認められていないことから、区分2とした。





引用文献が明記されていないが、前述の内容からSIDS(2002)を引用しているものと考えられる。

SIDS(2002)ではOlsen et al. (1986)によるラットでの二世代生殖能試験を引用し記載しているが、様々な影響があるものの以下のように結論付けている。本記載はSIDS(2002)だけでなく、JETOCによる日本語訳版にも記載されている。

		唯一の生殖への影響は、100mg/kg bw/day以上の用量における出生時に10匹以上の仔を持つ同産群の減少であった。生殖能に悪影響は認められなかった。





日本(2013)でも発生毒性については否定されているが、生殖毒性(複数世代試験)について「10匹以上の仔を持つ同産群の減少」というヒトでは考えられない特殊条件下によるものを生殖毒性 区分2の判断根拠としている。一方、欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報(2017)では、別の三世代生殖能試験ではいかなる生殖毒性も認められなかったなどの結果と共に、証拠の重み付け(weight of evidence)から考えて生殖毒性 区分外としている。

生殖毒性 区分2の定義は「ヒトに対する生殖毒性が疑われる化学物質」となっており、分類根拠について妥当性を充分検討すべきであろう。



６－３．特定標的臓器毒性(単回ばく露)

日本(2013)では区分1(神経系)の根拠として以下の記載がある。

		本物質4 g又は80 gを摂取した女性2人に上部胃痙攣、吐気、嘔吐、疲労感、神経症状が見られたとの記述(SIDS(2002)、ACGIH(7th, 2001））、ヒトが経口摂取すると腹痛や錯乱、眩暈、吐気、嘔吐を生じるとの記述(環境省リスク評価第6巻(2008))から、区分1(神経系)に分類した。





SIDS（2002）では急性毒性(経口)を補足する中毒情報として、Shlian, D.M., Goldstone, J. (1986): N. Engl. J. Med. 314, 648 – 649では以下の記述がある。

		22歳の白人女性が、空腹状態で性器の単純ヘルペスウイルス感染症治療のために4gのBHTを摂取し、その後深刻な上胸部痙攣、全身麻痺、吐き気、嘔吐が発生し、続いてめまい、混乱、軽度の意識喪失を経験した。彼女は上腹部の強い痛みを伴う脱水状態で入院したが、水分補給、プロクロルペラジン、および制酸剤等の処置により症状は数日以内に解決された。





またSIDS(2002)では中毒情報として同様に、Grogan, M.W.A. (1986): West. J. Med. 145, 245 – 246では別の記述がある。

		24歳の女性が、空腹状態で紅花油に希釈された80gのBHTを摂取し、30から60分後には神経症状を示したが、完全に可逆的なものであった。





これらはある特定のヒトでの中毒症状ケースではあるが、OECD TGに則って試験されたようなものではなく、試験条件もよくわからない極めて特殊な状況下である。本物質以外の要因を充分に排除されたものではなく、本物質そのものの危険有害性を正当に評価していると考えるには不充分ではないあだろうか。

別の分類根拠として 環境省リスク評価第6巻(2008)が挙げられているが、こちらの引用文献は 国際化学物質安全性カード(ICSC 0841, 1999)であり以下の記載あるが、引用文献や原典となる試験結果が不明確である。(SIDS(2002)等を引用して記載いるのかもしれないが)

		経口摂取：腹痛、錯乱、めまい、吐き気、嘔吐。





上記は極めて特殊な条件下での中毒情報を基にしている可能性があり、特定標的臓器毒性(単回ばく露) 区分1への分類根拠としては疑問点が多い。



６－４．特定標的臓器毒性(反復ばく露)

日本(2013)では区分2の根拠として以下の記載がある。

		ヒトについての報告はなかった。マウスに4週間経皮投与した試験において、区分2のガイダンス値内の投与量(45 mg/kg/day(90日換算値))で肺のうっ血、腫大、肺胞上皮細胞の壊死、変性が認められた（SIDS（2002））。また、ラットに混餌投与（投与期間：雄は交配前5週間及び交配期間、雌はさらにF1児の離乳まで)した繁殖試験において、区分2のガイダンス値内の投与量(100 mg/kg/day)で肝臓の組織変化(小葉中心性肝細胞肥大、好酸性化、胆管増生)及び甲状腺機能亢進が見られた(SIDS(2002)、環境省リスク評価第6巻(2008))との記述がある。これらの所見のうち、甲状腺機能亢進は病理組織像の詳細及び程度が明らかでなく、甲状腺を標的臓器とするには証拠が十分ではないと判断した。以上の結果、区分2(肺、肝臓)とした。





SIDS(2002)の引用文献はMiyakawa et al. (1986)、原典はMiyakawaらによる Toxicol. Lett. 34, 99 – 105(1986)であるが、SIDS(2002)では以下の記載がある。

		CD-1マウスにおいてBHTを4週間処方(オス：145〜867 mg/kg bw/day、メス：208〜1245 mg/kg bw/day)された場合に肺損傷が認められた。F344ラット(約2000 mg/kg bw/day )およびハムスター(約3100 mg/kg bw/day )では、わずかな増殖遅延等の副作用以外は耐容性を示した。





欧州(化学品庁) REACH本登録ドシエ情報(2017)では、上記の肺損傷に関する補足として以下を記載している。原典に記載されているかは確認できなかったものの、上記CD-1マウスにおける肺損傷の結果をもって区分2とするには充分な証拠の重み付けがあるとは言い難い。

		肺損傷に関する結果は、化合物そのものではなく、反応性代謝産物が原因であることを示唆している。反応中間体の生成に関与する代謝経路の変化は、観察された非反応性の個体、種およびBHTの肺毒性における性差に基づくことができる。





SIDS（2002）では肝臓への影響としてOlsen et al. (1986)やRobens  Institute  (Price 1994;  McFarlane  et  al.  1997)を引用しているようであるが、SIDS（2002）には以下の記載がある。

		enlarged and eosinophilic centrilobular hepatocytes (from 6 months onwards)

(肝臓の組織変化（小葉中心性肝細胞肥大、好酸性化が6ヶ月目以降見られた)





環境省リスク評価第6巻(2008)では同様に以下の記載がある。

		F0では500mg/kg/day群で妊娠20日目に肝臓重量の増加がみられ、授乳21日目の雌及び非妊娠の雌で肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加を認めた。また、授乳期の終わりには100mg/kg/day以上の群で用量に依存した肝細胞の腫脹、甲状腺の機能亢進がみられた。F1では100mg/kg/day以上の群で体重は試験期間を通して低く、用量に依存した甲状腺の機能亢進がみられ、250mg/kg/day群の肝臓で相対重量の増加、肝細胞の腫脹や好酸性変性、γ-GTPの上昇などに有意差を認めた。





分類根拠となっている「区分2のガイダンス値内の投与量(100 mg/kg/day)で肝臓の組織変化(小葉中心性肝細胞肥大、好酸性化、胆管増生)及び甲状腺機能亢進が見られた」については、一部の性別や種によって見られるもので、この結果をもって区分2とすることには一定の議論があるべきであろう。(250mg/kg/day以上の高用量の群では一定の有害性を認めている)



６－５．危険有害性(GHS分類)に関するまとめ

眼刺激性、生殖毒性、特定標的臓器毒性(単回ばく露)、特定標的臓器毒性(反復ばく露)、いずれのにおいてもGHS分類基準として充分な証拠を確認することは難しかった。日本における分類は相当厳しめとなっていることが予想され、諸外国との有害性情報について大きな差異が存在していることを予測させるものであった。

結果的に同一物質であっても、日本産の危険有害性が高く、欧州産のものは危険有害性が低いというようなねじれ減少が発生しているものと思われる。

本分科会として本物質に対し推奨するGHS分類基準を定めるものではないが、各企業においては充分に内容を検討し本物質のGHS分類(危険有害性情報)を自社製品に反映されるようにお願いしたい。





７．カットオフ値とGHS分類(ビルディングブロック)の違いについて



７－１．各国のカットオフ値差異による最終製品への影響について

潤滑油製品のほとんどは混合物であるが、各種有害性試験を実施しない限り製品ごとのGHS分類(危険有害性情報：特に健康に対する有害性及び環境に対する有害性)は未知である。

その場合には「つなぎの原則(加算式)」や「カットオフ値(濃度限界)」を利用し、一定の判断基準に従って混合物のGHS分類を決定することとなる。健康に対する有害性のうち急性毒性、環境に対する有害性については加算式を利用し、その他についてはカットオフ値(濃度限界）を利用することが多い。



カットオフ値の差異について理解しやすくするため、生殖毒性 区分2(BHT 日本(2013)情報など)化学物質を、生殖毒性のない溶媒(高度精製基油など)で希釈した最終製品を仮定すると、カットオフ値の差異により最終製品に以下のような違いが発生する。

		

		日本(JIS Z7252:2014)

		米国(OSHA HCS2012)



		生殖毒性

		3%以上含有で最終製品 区分2

		0.1%以上含有で最終製品 区分2





上記は生殖毒性の例であるが、呼吸器感作性／皮膚感作性、発がん性、特定標的臓器毒性(単回ばく露)、　特定標的臓器毒性(反復ばく露)などでも差異が存在するので各国最新情報をよく確認し、国地域によるカットオフ値の違いを理解することを推奨したい。



７－２．GHS分類(ビルディングブロック)の差異による最終製品への影響について

GHS分類は世界共通ではなく、国地域によっては区分が存在しないものがある。特に原材料を輸入している場合など現地サプライヤSDSの記載内容に注意が必要なほか、最終製品について各国版を作成する際にも注意を要する。一例として水性環境有害性に関するものを記載するが、各国最新情報をよく確認することを推奨したい。

		

		日本(JIS Z7252:2014)

		米国(OSHA HCS2012)

		欧州 (CLP規則)



		水性環境有害性(急性)

		区分1,2,3

		水性環境有害性に関する規定なし

		区分1



		水性環境有害性(長期間)

		区分1,2,3,4

		

		区分1,2,3,4
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